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はじめに 
 

「令和元年度（2019年度）統計法施行状況報告」（以下「本報告」という。）は、統計

法（平成19年法律第53号。以下「法」という。）第55条第２項の規定に基づき、令和元年

度（2019年度）中の法の施行状況に関し、各府省等の報告を総務省において取りまとめ、

その概要を記述したものであり、インターネット等を通じて公表するとともに、統計委員

会に報告するものである。 

本報告は、経済財政諮問会議や統計改革推進会議が示した統計改革の方向性を踏まえ策

定された現行の「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成30年（2018年）３月６日

閣議決定。令和２年（2020年）６月２日一部変更。以下「第Ⅲ期基本計画」という。）※に

おいて、２回目の取りまとめとなる。 

 
※ 「公的統計の整備に関する基本的な計画」は平成30年（2018年）３月６日に閣議決定を行ったが、平成31年

（2019年）１月に明らかとなった統計の不適切事案を受けた新たな取組を盛り込むため、令和２年（2020年）６

月２日に一部変更を行った。なお、本報告は、令和元年度（2019年度）中の状況を取りまとめたものであり、令

和２年（2020年）に追加した新たな取組に係る事項は今回の報告の対象に含まれていない。 

 

 なお、令和２年（2020年）１月以降、全国に新型コロナウイルス感染症の感染が拡大し、

各府省等はその対応に全力を挙げる必要があったため、各府省等への報告依頼等について

は休止や延期などの配慮が求められたが、一方で、第Ⅲ期基本計画に掲げられた事項につ

いて各府省の取組の更なる推進を促すためには、早急に統計委員会への報告を行う必要が

あった。 

このため、本報告は、先行して、第Ⅲ期基本計画に関連する事項について各府省に報告

を求めることとし、取りまとめた結果は「基本計画関連事項編」として本年７月に統計委

員会に報告するとともに、総務省ウェブサイトでの公表を行ったところである。 

今回の報告は、第Ⅲ期基本計画に関連する事項以外の、公的統計の作成状況、統計委員

会の開催状況、調査票情報等の利用及び提供の状況等について「統計法条文別実施状況編」

として取りまとめたものである。 
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Ⅰ 公的統計の作成 

１ 基幹統計 

（１）基幹統計の指定、変更等の状況

法第２条第４項の規定では、国の行政機関が作成する統計のうち、

・ 国勢統計（国勢調査により作成される統計）

・ 国民経済計算

・ 政策上特に重要な統計、民間で広く利用されると見込まれる統計又は

国際条約等において作成が求められている統計等として、総務大臣が指

定した統計 

を基幹統計としており、令和元年度（2019年度）末現在において、基幹統

計の総数は、53統計となっている（表１参照）。 

表１ 基幹統計一覧 （令和元年度（2019年度）末現在） 
内閣府＜１統計＞ 農林水産省＜７統計＞ 

  国民経済計算   農林業構造統計 

総務省＜12統計＞   牛乳乳製品統計 

  国勢統計   作物統計 

  住宅・土地統計   海面漁業生産統計 

  労働力統計   漁業構造統計 

  小売物価統計   木材統計 

  家計統計   農業経営統計 

  個人企業経済統計 経済産業省＜７統計＞ 

  科学技術研究統計   経済産業省生産動態統計 

  地方公務員給与実態統計   ガス事業生産動態統計 

  就業構造基本統計   石油製品需給動態統計 

  全国家計構造統計   商業動態統計 

  社会生活基本統計   経済産業省特定業種石油等消費統計 

人口推計   経済産業省企業活動基本統計 

財務省＜２統計＞   鉱工業指数 

  法人企業統計 国土交通省＜９統計＞ 

  民間給与実態統計   港湾統計 

文部科学省＜４統計＞   造船造機統計 

  学校基本統計   建築着工統計 

  学校保健統計   鉄道車両等生産動態統計 

  学校教員統計   建設工事統計 

  社会教育統計   船員労働統計 

厚生労働省＜９統計＞   自動車輸送統計 

  人口動態統計   内航船舶輸送統計 

  毎月勤労統計   法人土地・建物基本統計 

  薬事工業生産動態統計 総務省及び経済産業省＜１統計＞ 

  医療施設統計   経済構造統計 

  患者統計 内閣府、金融庁、総務省、財務省、文部科学

省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、

国土交通省及び環境省＜１統計＞ 

  賃金構造基本統計 

  国民生活基礎統計 

  生命表   産業連関表 

  社会保障費用統計 

＜合計 53統計（参考：平成30年度（2018年度）末 56統計）＞ 

法第７条においては、基幹統計の指定をしようとするとき又は指定の変

更若しくは解除をしようとするときは、統計委員会の意見を聴かなければ
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ならないとされている。 

令和元年度（2019年度）に、同条第２項の規定に基づく基幹統計の指定

を行ったものはない。また、同条第３項の規定に基づく指定の変更を行っ

たものもなく、指定の解除を行ったものは、工業統計、商業統計及び特定

サービス産業実態統計の３統計である（表２参照）。 

 

表２ 指定・変更・解除を行った基幹統計（令和元年度（2019年度）） 

基幹統計 指定・変更・解除の別 内容 

工業統計、商業統計及び

特定サービス産業実態統

計 

解除（令和元年（2019年）

５月24日） 

第Ⅲ期基本計画において、経済

センサス‐活動調査の中間年にお

ける経済構造統計について、関連

する基幹統計調査の再編と併せて

整備することとされたことを踏ま

え、３統計を経済構造統計に再編

するもの 

 （注）（ ）内の日付は、法第７条第２項の規定に基づく公示を行った日である。 

 

（２）法定の基幹統計の状況 

① 国勢統計 

法第５条第２項において、総務大臣は、国勢調査を10年ごとに行い、

国勢統計を作成しなければならないとされている。ただし、当該国勢調

査を行った年から５年目に当たる年には簡易な方法による国勢調査を実

施し、国勢統計を作成することとされている。 

令和元年度（2019年度）は、令和２年（2020年）に実施される国勢

調査の実施に向け、令和元年（2019年）６月27日に、調査計画の変更に

ついて統計委員会に諮問が行われ、同年９月30日に統計委員会から答申

が行われた。 

 

② 国民経済計算 

法第６条第１項において、内閣総理大臣は、国際連合の定める国民

経済計算の体系に関する基準に準拠し、国民経済計算の作成基準を定め、

これに基づき、毎年少なくとも一回、国民経済計算を作成しなければな

らないとされている。 

また、同条第２項では、作成基準を定めようとするとき又は変更し

ようとするときは、あらかじめ、統計委員会の意見を聴かなければなら

ないとされ、同条第３項では、作成基準を定めたとき又は変更したとき

は、これを公示しなければならないとされている。 

内閣府は、「平成30年度国民経済計算年次推計」のうち、令和元年

（2019年）12月９日に「支出側系列等」、同月26日に「フロー編」、令

和２年（2020年）１月20日に「ストック編」を作成・公表するとともに、
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四半期１次速報及び２次速報をそれぞれ４回、作成・公表した。 

 

（３）基幹統計と基幹統計調査の関係 

基幹統計の作成方法は、「専ら統計調査により作成する基幹統計」、

「統計調査以外の方法により作成する基幹統計」の２つに大別される。 

令和元年度（2019年度）末現在、基幹統計の総数53のうち、統計調査以

外の方法により作成する基幹統計（加工統計）は６統計（国民経済計算、

産業連関表、生命表、社会保障費用統計、鉱工業指数及び人口推計）とな

っている。 

また、残りの47統計は統計調査により作成する基幹統計（調査統計）と

なっており、法第２条第６項において、基幹統計の作成を目的とする統計

調査を基幹統計調査と定義している。 

基幹統計と当該基幹統計の作成を目的とする基幹統計調査は、基本的に

１対１対応となっているが、「経済構造統計」のみ、同基幹統計の作成を

目的とする基幹統計調査が、「経済センサス‐基礎調査」、「工業統計調

査」、「経済構造実態調査」及び「経済センサス‐活動調査」の４調査と

なっている。 

このため、基幹統計（47統計）の作成を目的とする基幹統計調査の総数

は、下図のとおり、50調査となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）基幹統計調査の実施又は変更等の承認状況 

法第９条又は第11条第１項では、国の行政機関の長は、基幹統計調査を

実施する場合又は基幹統計調査を変更し、若しくは中止する場合は、あら

かじめ、総務大臣の承認を受けなければならないとされており、総務大臣

は、承認の申請があったときは、統計委員会が軽微な事項と認めるもの

（資料17参照）を除き、同委員会の意見を聴かなければならないとされて

いる。 

基幹統計（調査統計） 左記の基幹統計を作成するための基幹統計調査 

経済構造統計 ４調査（経済センサス-基礎調査、工業統計調査、 
経済構造実態調査及び経済センサス-活動調査） 

上記以外の基幹統計 
（46統計） 46調査 

47統計 50調査 

（注）商業統計及び特定サービス産業実態統計を作成するための統計調査（商業統計調査及び特定サー

ビス産業実態調査）については、経済構造実態調査の創設に伴い、平成 30年（2018年）12月に中止

され、令和元年（2019 年）５月に工業統計、商業統計及び特定サービス産業実態統計の基幹統計の

指定が解除されている。 
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令和元年度（2019年度）に、基幹統計調査の実施又は変更の承認申請が

行われた件数は36件であり、このうち統計委員会に諮問したものは12件で

ある。また、令和元年度（2019年度）に総務大臣が承認した件数は35件で

あり、このうち、統計委員会の答申を経たものは12件である（表３参照）。 

 

表３ 基幹統計調査の申請件数等 （令和元年度(2019年度)） 

府省名 
総務大臣へ 
の申請件数 

 

総務大臣の 
承認件数 

 

うち統計委員会 

へ諮問したもの 

うち統計委員会の 

答申を経たもの 

総務省 8<2> 2<1> 6      1 

財務省 2 0 2      0 

文部科学省 2 0 2      0 
厚生労働省 5 3 6[1]      4[1] 
農林水産省 6 1 6      1 
経済産業省 3 2 4[1] 3[1] 
国土交通省 7 3 7      3 

総務省・経済産業省 3<1> 1<1> 2      0 

合計 36<3> 12<2> 35[2] 12[2] 
（参考） 

平成30年度(2018年度) 
の実績 

26<2> 19<2> 24 15 

（注１）令和元年度（2019年度）の「総務大臣への申請件数」及び「うち統計委員会への諮問件数」の< >の
数値は同年度に承認申請が行われたが、同年度末までに承認に至らなかった「経済センサス‐活動調
査」「個人企業経済調査」及び「家計調査」が該当する（内数）。 

（注２）令和元年度（2019年度）の「総務大臣の承認件数」及び「うち統計委員会の答申を経たもの」の[ ]
の数値は平成30年度（2018年度）に統計委員会への諮問が行われ、令和元年度（2019年度）に統計委
員会の答申を経て承認された「賃金構造基本統計調査」及び「経済産業省生産動態統計調査」が該当
する（内数）。 

 

（５）統計調査以外の方法により作成する基幹統計に関する通知の状況 

法第26条第１項において、国の行政機関の長は、統計調査以外の方法に

より基幹統計を作成する場合又はその作成方法を変更する場合には、その

作成方法について、あらかじめ、総務大臣に通知をしなければならないと

され、同条第２項及び第３項では、総務大臣は、当該通知のあった基幹統

計の作成方法を改善する必要があると認める場合には、統計委員会の意見

を聴いた上で当該行政機関の長に対して意見を述べることができるとされ

ている。 

令和元年度（2019年度）に、総務大臣に対して統計調査以外の方法によ

る基幹統計の作成方法の通知が行われたものは、産業連関表及び社会保障

費用統計の２統計であり、総務大臣が意見を述べたものはなかった。 

 

（６）基幹統計の公表の状況 

法第８条第１項において、国の行政機関の長は、基幹統計を作成したと

きは、当該基幹統計をインターネットの利用その他の適切な方法により公

表しなければならないと規定されている。 

令和元年度（2019年度）に、国の行政機関が第一報の公表を行った基幹

統計は、46件となっている（表４参照）。これらの基幹統計のうち、経常
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調査により作成された36件について、各調査の調査期間終了時から第一報

公表までの期間は平均65日である（資料６参照）。 

 

表４ 公表を行った基幹統計の件数 （令和元年度(2019年度)） 

府省名 

公表を行った基幹統計の件数 

 うち統計調査以外の方

法により作成された基

幹統計の公表件数 

うち統計調査により作成された基幹統計の公表件数 

うち周期調査等により作

成された基幹統計 

うち経常調査により作

成された基幹統計 

内閣府 1 1 0 0 
総務省    9(1) 2 1 6(1) 
財務省 2 0 0 2 

文部科学省 3 0 1 2 
厚生労働省 8 2 0 6 
農林水産省 6 0 1 5 
経済産業省    9(1) 1 0 8(1) 
国土交通省 9 0 1 8 

合計 46(1) 6 4 36(1) 
（参考） 

平成30年度

(2018年度)の実

績 

44 5 3 36 

（注１）令和元年度(2019年度)に第一報の公表を行った基幹統計を計上している。 
（注２）令和元年度(2019年度)に統計調査以外の方法により作成・公表された基幹統計は、国民経済計算（内閣

府）、人口推計（総務省）、産業連関表（内閣府、金融庁、総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農
林水産省、経済産業省、国土交通省及び環境省）、生命表（厚生労働省）、社会保障費用統計（厚生労働省）
及び鉱工業指数（経済産業省）である。 

（注３）産業連関表については、10府省の共同事業であるところ、便宜上、総務省で計上している。 
（注４）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、共管調査は、共管の府省にそれ

ぞれ１件と計上しているため、各府省の対象調査数等の件数を単純合計しても、合計と一致しない。 

（注５）本表でいう「経常調査」とは１年以下の周期（毎月、毎四半期、半年など）で行われる統計調査を指し、
「周期調査等」とは１年を超える周期（２年に１回、５年に１回など）か１回限りで行われる統計調査を指
す。 

 

２ 一般統計調査 

（１）一般統計調査の実施又は変更等の承認状況 

法第２条第７項においては、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹

統計調査以外の統計調査を一般統計調査と定義し、法第19条又は第21条第

１項においては、国の行政機関の長が新たな一般統計調査を実施する場合

又は従前から行われている一般統計調査を変更（総務省令で定める軽微な

変更を除く。）する場合は、あらかじめ、総務大臣の承認を受けなければ

ならないとされている。 

また、法第21条第３項においては、一般統計調査を中止する場合、当該

調査を実施する国の行政機関の長は、あらかじめ、総務大臣にその旨を通

知しなければならないとされている。 

令和元年度（2019年度）に総務大臣が承認を行った一般統計調査は97件

（表５参照）、総務大臣に対して行われた一般統計調査の中止の通知は７

件である。 

なお、令和元年度（2019年度）末現在で、承認が有効となっている一般
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統計調査は220件となっている。 

 

表５ 一般統計調査の承認件数 （令和元年度（2019年度）） 

府省名 
承認した一般統計調査の件数 

 うち新規の申請 うち変更の申請 

人事院 3 1  2 

内閣府 8 3  5 
総務省    8(1)    5(1)  3 
法務省 2 2  0 
財務省 2 1  1 

文部科学省   10(1)    2(1)  8 
厚生労働省   36(1)   11(1) 25 
農林水産省 7 0  7 
経済産業省   11(2)    3(2)  8 
国土交通省 10 4  6 
環境省    3(1)    1(1)  2 

合計   97(3)   30(3) 67 
（参考） 

平成30年度(2018年

度)の実績 
  79(3)   26(1) 53(2) 

（注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、承認件数の内数。共管調
査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の承認件数を単純合計しても、合計と
一致しない。 

（注２）複数回承認されている場合、それぞれ１件と計上している。 

 

（２）一般統計調査の結果の公表の状況 

法第23条第１項においては、国の行政機関の長は、一般統計調査の結果

を作成したときは、特別な事情がある場合を除き、当該結果をインターネ

ットの利用その他の適切な方法により公表しなければならないと規定され

ている。 

令和元年度（2019年度）に、国の行政機関が第一報の公表を行った一般

統計調査の結果は、171件となっている（表６参照）。これらの統計のう

ち、経常調査により作成された128件について、各調査の調査期間終了時

から第一報公表までの期間は、平均118日である（資料９参照）。 
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表６ 一般統計調査の結果の公表件数 （令和元年度（2019年度）） 

府省名 
一般統計調査の結果の公表件数 

うち周期調査等によ
り作成された統計 

うち経常調査により
作成された統計 

人事院 3 0 3 
内閣府 10(1) 1 9(1) 
総務省 8(2) 3(1) 5(1) 
法務省 2 2 0 
財務省 4(1) 0 4(1) 

文部科学省 15(2) 6 9(2) 
厚生労働省 48(2) 17 31(2) 
農林水産省 26(1) 1 25(1) 
経済産業省 25(4) 3(2) 22(2) 
国土交通省 29(1) 10(1) 19 
環境省 8 2 6 

合計 171(7) 43(2) 128(5) 
（参考） 

平成30年度

（2018年度）の

実績 

171(6) 36(1) 135(5) 

（注１）令和元年度（2019年度）に第一報の公表を行った一般統計調査を計上している。 
（注２）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、公表を行った一般統計調査の

件数の内数。共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の公表を行った一般統
計調査の件数を単純合計しても、合計と一致しない。 

（注３）本表でいう「経常調査」とは１年以下の周期（毎月、毎四半期、半年など）で行われる統計調査を指し、
「周期調査等」とは１年を超える周期（２年に１回、５年に１回など）か１回限りで行われる統計調査を
指す。 

３ 指定地方公共団体が行う統計調査 

法第24条第１項においては、地方公共団体（地方公共団体の規模を勘案

して政令で定めるものに限る。以下「指定地方公共団体」という。令和元年

度（2019年度）末時点現在で、47都道府県及び20指定都市）の長が統計調査

を行おうとする場合には、あらかじめ、総務大臣に届け出なければならない

とされており、これを変更しようとするときも同様とされている。 

令和元年度（2019年度）に、指定地方公共団体の長が統計調査の新規実

施の届出を行った件数は244件、統計調査の変更の届出を行った件数は176件

となっている（表７参照）。 

  表７ 指定地方公共団体が行う統計調査の届出件数 

（令和元年度（2019年度）） 

統計調査の新設の届出件数 統計調査の変更の届出件数 

都道府県 190 142(4) 
指定都市 54 38(4) 

合計 244 176(4) 
（参考） 

平成30年度（2018年
度）の実績

140 152 

（注）（ ）内の数値は共管調査（複数の地方公共団体が共同で行う調査）の数である。共管調査は、共管の地
方公共団体にそれぞれ１件と計上しているため、各地方公共団体の届出件数を単純合計しても、合計と一致
しない。
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４ 指定独立行政法人等が行う統計調査 

法第25条においては、独立行政法人等（その業務の内容その他の事情を勘

案して大規模な統計調査を行うことが想定されるものとして政令で定めるも

のに限る。令和元年度（2019年度）末現在、日本銀行が該当する。以下、法

第25条の規定による届出を行う独立行政法人等を「指定独立行政法人等」と

いう。）が、統計調査を行おうとする場合には、あらかじめ、総務大臣に届

け出なければならないとされており、これを変更しようとするときも同様と

されている。 

令和元年度（2019年度）に指定独立行政法人等から行われた統計調査の変

更の届出の件数は３件となっている。 

 

５ 事業所母集団データベース 

（１）事業所母集団データベースの整備及び情報の利用状況 

法第27条第１項においては、総務大臣は、事業所母集団データベースを

整備するものとされており、同条第２項では、同項本文に規定する対象機

関は、同項第１号又は第２号に掲げる目的のため、事業所母集団データベ

ースに記録されている情報の提供を受けることができるとされている。 

事業所母集団データベースに記録されている情報の提供を受けることが

できる機関については、統計法及び独立行政法人統計センター法の一部を

改正する法律（平成30年法律第34号。以下「平成30年改正法」という。）

により、従来、国の行政機関の長、指定地方公共団体の長又は指定独立行

政法人等とされていたところ、全ての公的統計の作成主体である行政機関

等（行政機関、地方公共団体又は独立行政法人等）に範囲が拡大されてい

る。 

また、法第27条第２項第１号に掲げる目的については、平成30年改正法

により、統計調査（事実の報告を求めることにより行う調査）には該当し

ない統計を作成するための統計調査以外の調査（以下「意識調査等」とい

う。）の対象の抽出についても含むこととされている。 

令和元年度（2019年度）に、国の行政機関、地方公共団体及び独立行政

法人等が事業所母集団データベースに記録されている情報の提供を受けた

件数は245件となっている（表８参照）。 
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   表８ 事業所母集団データベースの情報の利用状況 

（令和元年度（2019年度）） 

提供先 

府省等名 
提供を受けた件数 

 

うち調査対象の抽

出目的 

うち統計の作成

目的 

うち調査対象の抽出及

び統計の作成目的 

人事院 1 1 0 0 
内閣府 3 3 0 0 
総務省 12 8 2 2 

文部科学省 1 1 0 0 
厚生労働省 17 17 0 0 
農林水産省 4 2 0 2 
経済産業省 10 9 1 0 
国土交通省 1 0 1 0 
環境省 3 3 0 0 
都道府県 106 103 3 0 
指定都市 35 32 3 0 

指定独立行政法人等 1 1 0 0 
上記以外の機関 51 47 2 2 

合計 245 227 12 6 
（参考） 

平成30年度（2018年
度）の実績 

123 119 2 2 

 

（２）重複是正及び調査履歴登録の実施状況 

法第27条においては、事業所母集団データベースを整備する目的の一つ

として、統計調査その他の統計を作成するための調査における被調査者

（当該調査の報告を求められる個人又は法人その他の団体。以下同じ。）

の負担の軽減に資することが挙げられている。 

国の行政機関は、事業所母集団データベースを利用することにより、事

業所・企業を対象とした統計調査について、①統計調査の実施前に調査対

象を確認し、過重な調査負担が課されている事業所・企業を統計調査の対

象から除外（重複是正）するとともに、②統計調査の実施後に調査対象と

なった又は回答を行った個々の事業所・企業の履歴の登録（調査履歴登録）

をしている。 

また、令和元年（2019年）５月に平成30年改正法が全面施行されたこと

に伴い、国の行政機関は、事業所母集団データベースの情報を利用した意

識調査等についても、調査履歴登録を行うこととしている。 

令和元年度（2019年度）に、国の行政機関が事業所母集団データベース

を用いて重複是正を行った統計調査は、重複是正の対象となる73件のうち

64件（実施率87.7％）、調査履歴登録を行った統計調査及び意識調査等は、

調査履歴登録の対象となる147件のうち146件（実施率99.3％）となってい

る（表９参照）。 
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表９ 重複是正及び調査履歴登録の実施状況（令和元年度（2019年度）） 

 

府省名 

重複是正 調査履歴登録 

対象調査数 実施調査数 実施率 

（％） 

対象調査数 実施調査数 実施率 

（％） 

人事院 3 3 100.0 3 3 100.0 
内閣府 5(1) 5(1) 100.0 7(1) 7(1) 100.0 
総務省 6(2) 6(2) 100.0 11(4) 11(4) 100.0 
財務省 4(1) 4(1) 100.0 5(1) 5(1) 100.0 

文部科学省 3(1) 3(1) 100.0 10(1) 10(1) 100.0 
厚生労働省 23(1) 22(1) 95.7  34(1) 33(1) 97.1  
農林水産省 10(1) 2(1) 20.0 25(1) 25(1) 100.0 
経済産業省 10(3) 10(3) 100.0 33(6) 33(6) 100.0 
国土交通省 12 12 100.0 23 23 100.0 
環境省 2 2 100.0 4(1) 4(1) 100.0 

合計 73(5) 64(5) 87.7  147(8) 146(8) 99.3  
（参考） 

平成30年度（2018

年度）の実績 
86(3) 86(3) 100.0 160(5) 160(5) 100.0 

（注）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、共管調査は、共管の府省にそれ
ぞれ１件と計上しているため、各府省の対象調査数等の件数を単純合計しても、合計と一致しない。 

 

６ 統計基準の設定 

法第２条第９項においては、公的統計の作成に際し、その統一性又は総合

性を確保するための技術的な基準を、統計基準と定義し、法第28条では、総

務大臣が統計基準を定め、これを公示しなければならないとされており、こ

れを廃止又は変更する場合も同様とされている。 

令和元年度（2019年度）に、統計基準の新設や廃止又は変更を行ったもの

はない（表10参照）。 

 

表10 統計基準の設定状況 （令和元年度（2019年度）末現在） 

統計基準名 統計基準の概要 公示日 施行日 

日本標準職業分類 
統計を職業別に表示する場合に
使用する基準 

平成21年 
12月21日 

平成22年 
４月１日 

指数の基準時に関す
る統計基準 

指数を作成する場合に使用する
基準 

平成22年 
３月31日 

平成22年 
４月１日 

季節調整法の適用に
当たっての統計基準 

季節調整法を適用する場合に守
るべき手法や公表事項の基準 

平成23年 
３月25日 

平成23年 
５月１日 

日本標準産業分類 
統計を産業別に表示する場合に
使用する基準 

平成25年 
10月30日 

平成26年 
４月１日 

疾病、傷害及び死因
の統計分類 

統計を疾病、傷害及び死因別に
表示する場合に使用する基準 

平成27年 
２月13日 

平成28年 
１月１日 

 
７ 法に基づく協力要請 

法第29条第１項においては、国の行政機関の長は、国の他の行政機関が

保有する行政記録情報を用いることにより正確かつ効率的な統計の作成又は
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統計調査その他の統計を作成するための調査（令和元年（2019年）５月に平

成30年改正法が全面施行されたことにより意識調査等も含むこととされた。）

における被調査者の負担の軽減に相当程度寄与すると認めるときは、当該行

政記録情報を保有する行政機関の長に対してその情報の提供を求めることが

できるとされている。 

令和元年度（2019年度）に、国の行政機関が行政記録情報の提供を受け

た件数は20件となっている（平成30年度（2018年度）の実績は６件）。 
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Ⅱ 統計委員会 

統計委員会は、法第44条の規定に基づき総務省に置くこととされ、法第45条

各号に規定されている事項について調査審議等を行うこととされている。 

また、統計委員会は、統計委員会令（平成19年政令第300号）第２条の規定

に基づき、部会を置くことができることとされ、令和元年度（2019年度）末時

点で８部会が置かれている。 

１ 統計委員会及び部会の開催実績等 

令和元年度（2019年度）においては、統計委員会は13回開催され、部会は

合計で57回開催された（表11参照）。 

統計委員会は、平成30年改正法により追加された法第４条第７項の規定に

より、基本計画の実施状況を調査審議し、公的統計の整備に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を図るため必要があると認めるときは、総務大臣又は

総務大臣を通じて関係行政機関の長に勧告することができるとされている。

令和元年度（2019年度）において、その実績はなかった。 

また、統計委員会に令和元年度（2019年度）に諮問され、同年度に答申し

た案件は10件あった。なお、令和元年度（2019年度）当初時点で、平成30年

度（2018年度）から審議継続となっていた諮問案件が２件（諮問第127号

「賃金構造基本統計調査の変更について」及び諮問第128号「経済産業省生

産動態統計調査の変更について」）あり、令和元年度（2019年度）に答申が

行われた。令和元年度（2019年度）に諮問が行われ、同年度末時点で調査審

議中となっていたものは２件（諮問第139号「公的統計の整備に関する基本

的な計画の変更について」及び諮問第140号「経済センサス‐活動調査及び

個人企業経済調査の変更について」）であった（表12参照）。 

表11 統計委員会及び部会等の開催実績 （令和元年度（2019年度）） 

統計委員会 

開催回数 

令和 
元年度 

（参考） 

平成 
30年度 

平成 
29年度 

平成 
28年度 

平成 
27年度 

13 14 13 11 11 

部会名 部会の所掌 

開催回数 

令和 
元年度 

（参考） 

平成 
30年度 

平成 
29年度 

平成 
28年度 

平成 
27年度 

企画部会 

注１） 

統計及び統計制度の発達及び改善に関す
る基本的事項のうち特に重要な事項、基
幹統計を作成する機関に対する協力要請
に関する事項、３以上の部会に関連する
横断的な課題に関する事項、及び他の部
会の所掌に属さない事項 

 6  0 17 18 10 

国民経済計
算体系的整
備部会 

国民経済計算に関する事項、産業連関表
に関する事項、及び国民経済計算の改善
に資する統計の整備に関する事項 

 6  4  8  2  0 
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部会名 部会の所掌 

開催回数 

令和 
元年度 

（参考） 

平成 
30年度 

平成 
29年度 

平成 
28年度 

平成 
27年度 

人口・社会
統計部会 

人口及び労働統計並びに家計、住宅、厚
生、文化及び教育など国民生活・社会統
計に関する事項 

15 13  3 14 10 

産業統計部

会 

農林水産、鉱工業、公益事業及び建設統
計に関する事項  7 17  8 12  6 

サービス統
計・企業統
計部会 

通信、運輸、商業、貿易、物価、サービ
ス、流通、環境、財政及び金融統計並び
に企業経営及び企業・事業所全般を対象
とする統計などの企業統計に関する事項 

12  7  7  7 10 

統計基準部

会 
統計基準に関する事項  0  0  0  0  0 

統計制度部

会 注２） 

政省令の制定又は改廃に関する事項、基
幹統計調査に係る匿名データに関する事
項 

 0  4  3  2  1 

点検検証部

会 注３） 

基幹統計及び一般統計調査における不適
切事案の発生防止及び統計の品質向上に
資する点検検証に関する事項 

11  4 - - - 

部会計  57 49 46 55 37 

評価分科会 

法第55条第３項の規定により統計委員会
の権限に属させられた事項（同法の施行
に関し、主として統計技術の観点から評
価を行い、その結果に基づき意見を述べ
ることに限る。） 

 5  2 - - - 

（注１）平成30年（2018年）７月20日「基本計画部会」を改組。また、「横断的課題検討部会」と統合。 

（注２）平成30年（2018年）７月20日「匿名データ部会」を改組。平成30年度（2018年度）においては、「匿名データ部

会」としては開催なし。「統計制度部会」として４回開催。 

（注３）平成31年（2019年）１月30日「統計業務プロセス部会」（平成30年（2018年）４月20日設置）を改組。平成30年

度（2018年度）においては、「統計業務プロセス部会」としては２回、「点検検証部会」としては２回開催。 

（注４）評価分科会については、平成30年（2018年）８月の統計委員会令の改正により新たに設置されたものである。 

 

表12 統計委員会における諮問・答申件数 

 

平成 30年度
に諮問され
令和元年度
に答申した
事案 

令和元年度
に諮問され
同年度に答
申した事案 

令和元年度
に諮問され
同年度末で
調査審議中
の事案 

公的統計の整備に関する基本的な計画（法第４

条第２項） 0 0 1 

基幹統計の指定（法第７条第１項、第７条第３項） 0 0 0 

国民経済計算の作成基準（法第６条第２項） 0 0 0 

基幹統計調査（法第９条第４項、第11条第２項） 2 10 1 

統計基準の設定（法第28条第２項） 0 0 0 

匿名データの作成（法第35条第２項） 0 0 0 

政令・総務省令の制定又は改正 0 0 0 

合 計 2 10 2 
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また、統計委員会は、平成30年改正法により追加された法第45条第２号に

おいて、統計及び統計制度の発達及び改善に関する基本的事項に関し、総務

大臣に意見を述べることとされた。 

令和元年度（2019年度）においては、統計委員会による意見は３件提出さ

れた（表13参照）。 

 

表13 法第45条第２号に基づく統計委員会による意見の実績 

（令和元年度（2019年度）） 

意見日 意見名 

令和元年６月27日 公的統計の総合的品質管理を目指して（建議） 

令和元年７月18日 令和２年度における統計リソースの重点的な配分に関する

建議 

令和元年９月30日 公的統計の総合的品質管理を目指した取組について（建

議） 

 

なお、法改正により追加された法第49条の２の規定により、統計委員会に、

委員、臨時委員及び専門委員を補佐する幹事を置くこととされた。 

平成30年（2018年）６月29日以降、総務省及び関係行政機関の職員が幹事

に任命されている。 

 

２ 評価分科会の開催実績等 

（１）統計技術評価の取組の根拠 

法第55条第１項の規定では、総務大臣は、国の行政機関の長等に対し、

法の施行の状況について報告を求めることができるとされており、同条第

２項の規定では、毎年度、当該報告を取りまとめ、その概要を公表すると

ともに、統計委員会に報告しなければならないとされている。 

また、法第55条第３項により、統計委員会は、法第55条第２項の規定に

よる報告があったときは、この法律の施行に関し、総務大臣又は関係行政

機関の長に対し、意見を述べることができるとされている。 

さらに、統計委員会令では、第１条第１項において「統計委員会（以下

「委員会」という。）に、評価分科会（以下「分科会」という。）を置

く。」とされ、同条第２項において「分科会は、委員会の所掌事務のう

ち、統計法第55条第３項の規定により委員会の権限に属させられた事項

（同法の施行に関し、主として統計技術の観点から評価を行い、その結果

に基づき意見を述べることに限る。）を処理することをつかさどる。」と

されている。 

評価分科会はこれらに基づき統計技術評価の取組を実施している。 
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（２）統計技術評価に資する報告 

    令和元年度（2019年度）の統計委員会評価分科会は、表14のとおり、５

回開催され、主に「平成28年度統計法施行状況に関する審議結果報告書

（統計精度検査関連分）」（平成30年（2018年）３月統計委員会）のフォ

ローアップ等が行われ、その結果は、令和元年（2019年）９月30日及び２

年（2020年）３月25日に、令和元年度統計委員会評価分科会審議結果報告

書として取りまとめられた。 

 

  表14 令和元年度（2019年度）の統計委員会評価分科会の開催状況 
回数 日付 内容 

第３回 令和元年（2019年）

６月27日 

・建築着工統計調査（補正調査）の移行期の集計方法について 

・経済産業省生産動態統計調査の欠測値補完方法の検証について 

第４回 令和元年（2019年）

９月20日 

・令和元年度統計委員会評価分科会審議結果報告書（案）（第１

回～第４回審議分）について 

・当面の検討の進め方について 

第５回 令和２年（2020年）

１月27日 

・分科会長の互選、分科会長代理の指名について 

・当面の検討の進め方について 

・精度検査報告書（注）提言に対応した取組について（法人企業

統計調査、民間給与実態統計調査、造船造機統計調査、自動車輸

送統計調査及び建築着工統計調査の補正調査） 

・諸外国における欠測値補完及び総務省による各府省の統計作成

支援について 

・欠測値への対応に関する内閣府の研究成果について  

第６回 令和２年（2020年）

２月19日 

・精度検査報告書（注）提言に対応した取組について（薬事工業

生産動態統計調査及び賃金構造基本統計調査） 

・欠測値への対応に関する総務省・統計センターの研究成果につ

いて 

・欠測値への対応に関する経済産業省の研究成果について 

第７回 令和２年（2020年）

３月25日 

・令和元年度統計委員会評価分科会審議結果報告書（案）（第５

回～第７回審議分）について 

   （注）「平成28年度統計法施行状況に関する審議結果報告書（統計精度検査関連分）（平成30年（2018年）３月統

計委員会）」 
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Ⅲ 調査票情報等の利用及び提供 

１ 調査票情報の二次利用 

法第32条においては、国の行政機関の長又は指定独立行政法人等は、統計

の作成又は統計的研究（以下「統計の作成等」という。）を行う場合又は統

計調査その他の統計を作成するための調査に係る名簿を作成する場合には、

その行った統計調査に係る調査票情報を自ら用いること（二次利用）ができ

ると規定されている。 

令和元年度（2019年度）に、国の行政機関又は指定独立行政法人等が、所

管する統計調査の調査票情報を二次利用した件数は674件となっている（表

15、資料22及び資料25参照）。 

表15 法第32条の規定に基づく調査票情報の二次利用 

（令和元年度（2019年度）） 

統計調査 

所管府省等名 
利用件数 統計の作成等を行う

場合 

統計調査その他の統計を作
成するための調査に係る名

簿を作成する場合 

内閣府 4 4 0 

総務省 73 70 3 

財務省 15 13 2 

文部科学省 103 95 8 

厚生労働省 163 159 4 

農林水産省 66 59 7 

経済産業省 104 95 9 

国土交通省 141 137 4 

環境省 4 4 0 

日本銀行 1 1 0 

合計 674 637 37 
（参考） 

平成30年度（2018
年度）の実績 

613 559 54 

（注）令和元年度（2019年度）に利用を開始したものの数（統計調査ごとに計上）であり、平成30年度（2018

年度）以前から継続して利用しているものは含まない。 

２ 調査票情報の提供 

法第33条においては、国の行政機関の長又は指定独立行政法人等は、 

・ 国の行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他これに準ずる機関

（以下「公的機関等」という。）が、統計の作成等又は統計調査その他の

統計を作成するための調査に係る名簿の作成を行う場合（法第33条第１項

第１号） 

・ 公的機関等が行う統計の作成等と同等の公益性を有する統計の作成等と

して総務省令で定めるものを行う者が、当該総務省令で定める統計の作成

等を行う場合（法第33条第１項第２号） 

に、総務省令（統計法施行規則（平成20年総務省令第145号））で定めると
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ころにより、これらの者からの求めに応じ、その行った統計調査に係る調査

票情報をこれらの者に提供することができると規定されている。 

後者の場合について、統計法施行規則（以下「規則」という。）第11条に

おいては、公的機関等が行う統計の作成等と同等の公益性を有する統計の作

成等として、 

・ 公的機関等が、これらの者以外の者に委託し、又はこれらの者以外の者

と共同して行う調査研究に係る統計の作成等 

・ 公的機関等が、その実施に要する費用の全部又は一部を公募の方法によ

り補助する調査研究に係る統計の作成等 

・ 国の行政機関の長又は地方公共団体の長その他の執行機関が、その政策

の企画、立案、実施又は評価に有用であると認める統計の作成等その他法

第33条第１項第２号に規定する同等の公益性を有するものとして特別な事

由があると認める統計の作成等 

であって、規則第42条に規定する調査票情報を適正に管理するために必要な

措置が講じられているものが規定されている。 

令和元年度（2019年度）に、国の行政機関又は指定独立行政法人等が、法

第33条第１項第１号に該当するとして、調査票情報を提供した件数は1,999

件となっている。また、法第33条第１項第２号に該当するとして、調査票情

報を提供した件数は219件となっている（表16、資料23及び資料25参照）。 

表16 法第33条の規定に基づく調査票情報の提供 

（令和元年度（2019年度）） 

統計調査 

所管府省名 

法第33条第１項第１号該当件

数 

（公的機関等への提供） 

法第33条第１項第２号該当件数 
公的機関等が行う統計作成と同等の公益性を 

有する統計の作成等を行う者への提供 

統計の作成
等を行う場
合 

統計調査そ
の他の統計
を作成する
ための調査
に係る名簿
を作成する
場合 

公的機関等
が委託又は
共同して行
う調査研究
に係る統計
の作成等を
行う者への
提供 

公的機関等
が費用の全
部又は一部
を公募の方
法により補
助する調査
研究に係る
統計の作成
等を行う者
への提供

国の行政機
関又は地方
公共団体そ
の他の執行
機関が政策
の企画、立
案、実施又
は評価に有
用であると
認める等の
統計の作成
等を行う者
への提供 

内閣府   5     5   0   2  0   2  0 

総務省   227   193  34  85 11  74  0 

財務省    11    10   1   1  0   1  0 

文部科学省   195   194   1  19  4  15  0 

厚生労働省 824 823 1  53  2  51  0 

農林水産省    38    37   1   9  0   9  0 

経済産業省 439  425  14  23  0  23  0 

国土交通省   258   258   0  20  4   3 13 
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統計調査 

所管府省名 

法第33条第１項第１号該当件

数 

（公的機関等への提供） 

法第33条第１項第２号該当件数 
公的機関等が行う統計作成と同等の公益性を 

有する統計の作成等を行う者への提供 

統計の作成
等を行う場
合 

統計調査そ
の他の統計
を作成する
ための調査
に係る名簿
を作成する
場合 

公的機関等
が委託又は
共同して行
う調査研究
に係る統計
の作成等を
行う者への
提供 

公的機関等
が費用の全
部又は一部
を公募の方
法により補
助する調査
研究に係る
統計の作成
等を行う者
への提供

国の行政機
関又は地方
公共団体そ
の他の執行
機関が政策
の企画、立
案、実施又
は評価に有
用であると
認める等の
統計の作成
等を行う者
への提供 

環境省     2     2   0   7  1   2  4 

合計 1,999 1,947  52 219 22 180 17 

（参考） 
平成30年度（2018年

度）の実績 
2,358 2,200 158 382 44 299 39 

（注）令和元年度（2019年度）に利用を開始したものの数（統計調査ごとに計上）であり、平成30年度（2018年度）

以前から継続して利用しているものは含まない。 

また、法改正（令和元年（2019年）５月施行）により、法第33条の２の規

定が設けられ、同条第１項においては、国の行政機関の長又は指定独立行政

法人等は、上述の法第33条第１項に定めるもののほか、総務省令で定めると

ころにより、一般からの求めに応じ、その行った統計調査に係る調査票情報

を学術研究の発展に資する統計の作成等その他の行政機関の長又は指定独立

行政法人等が行った統計調査に係る調査票情報の提供を受けて行うことにつ

いて相当の公益性を有する統計の作成等として総務省令で定めるものを行う

者に提供することができると規定されている。 

行政機関の長又は指定独立行政法人等が行った統計調査に係る調査票情報

の提供を受けて行うことについて相当の公益性を有する統計の作成等につい

て、規則第19条においては、 

・ 学術研究の発展に資すると認められる統計の作成等（規則第19条第１項

第１号） 

・ 高等教育の発展に資すると認められる統計の作成等（規則第19条第１項

第２号） 

が規定されている。 

学術研究の発展に資すると認められる統計の作成等については、 

⑴ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する大学若しくは高等

専門学校若しくは同法第124条に規定する専修学校（同法第125条第１項に

規定する専門課程に限る。）（以下「大学等」という。）若しくは公益社

団法人若しくは公益財団法人が行う調査研究（公益社団法人又は公益財団

法人が行う調査研究については、公益社団法人及び公益財団法人の認定等

に関する法律（平成18年法律第49号）第２条第４号に規定する公益目的事

業（⑶において「公益目的事業」という。）に該当するものに限る。以下
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この⑴において同じ。）又はこれらの者がこれらの者以外の者に委託し、

若しくはこれらの者以外の者と共同して行う調査研究に係る統計の作成等 

⑵ 大学等に所属する教員が行う調査研究、又は当該教員がこれら以外の者

と共同して行う調査研究に係る統計の作成等 

⑶ その実施に要する費用の全部又は一部を大学等、公益社団法人又は公益

財団法人が公募の方法により補助（公益社団法人又は公益財団法人が行う

補助については、公益目的事業に該当するものに限る。）する調査研究に

係る統計の作成等 

⑷ 行政機関の長又は地方公共団体の長その他執行機関が、法第33条の２第

１項に規定する相当の公益性を有するものとして特別な事由があると認め

る統計の作成等 

が規定されている。 

令和元年度（2019年度）に、国の行政機関又は指定独立行政法人等が、規

則第19条第１項第１号に該当するとして、調査票情報を提供した件数は７件

となっている。また、同項第２号に該当するとして、調査票情報を提供した

件数は４件となっている。（表17、資料24及び資料25参照）。 

表17 法第33条の２の規定に基づく調査票情報の提供 

（令和元年度（2019年度）） 

統計調査 

所管府省名 

法第33条の２第１項該当件数 

学術研究の発展に資すると認められる場合 

（規則第19条第１項第１号）

高等教育の発展に資すると

認められる場合 

（規則第19条第１項第２

号） 

大学等若し
くは公益社
団法人若し
くは公益財
団法人が行
う調査研究
又はこれら
の者が委託
若しくは共
同して行う
調査研究に
係る統計の
作成等を行
う者への提
供 

大学等に所
属する教員
が行う調査
研究、又は
当該教員が
これら以外
の者と共同
して行う調
査研究に係
る統計の作
成等を行う
者への提供 

大学等、公
益社団法人
又は公益財
団法人が費
用の全部又
は一部を公
募の方法に
より補助す
る調査研究
に係る統計
の作成等を
行う者への
提供

国の行政機
関又は地方
公共団体そ
の他の執行
機関が、法
第33条の２
第１項に規
定する相当
の公益性を
有するもの
として特別
な事由があ
ると認める
統計の作成
等を行う者
への提供

総務省 4 0 3 1 0 0 

厚生労働省 1 0 1 0 0 0 

環境省 2     0     0 0   2  4 

合計 7 0 4  1 2 4 

（注）令和元年（2019年）５月以降の実績である。

３ 委託による統計の作成等の実施 

 法第34条においては、国の行政機関の長又は指定独立行政法人等は、その業

務の遂行に支障のない範囲内において、総務省令で定めるところにより、一
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般からの委託に応じ、その行った統計調査に係る調査票情報を利用して、学

術研究の発展に資する統計の作成等その他の行政機関の長又は指定独立行政

法人等が行った統計調査に係る調査票情報を利用して行うことについて相当

の公益性を有する統計の作成等として総務省令で定めるものを行うこと（以

下「オーダーメード集計」という。）ができると規定されている。 

 上述の調査票情報を利用して行うことについて相当の公益性を有する統計の

作成等について、規則第27条第１項においては、学術研究の発展に資すると

認められる統計の作成等、教育の発展に資すると認められる統計の作成等及

び官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号）第23条第３項の規定に

より指定された重点分野に係る統計の作成等が規定されている。 

 令和元年度（2019年度）末現在、国の行政機関及び指定独立行政法人等がオ

ーダーメード集計の対象としている統計調査は30調査（335年次分）となって

いる（資料26参照）。これらのうち、16調査については、法第37条の規定に

基づき、独立行政法人統計センターに委託してオーダーメード集計の結果を

提供している。 

 令和元年度（2019年度）のオーダーメード集計の提供件数は35件となってい

る（表18及び資料27参照）。 

表18 オーダーメード集計の結果の提供件数（令和元年度（2019年度）） 

統計調査 

所管府省等名 

オーダーメー

ド集計の結果

の提供件数 

（参考） 

統計調査ごと

に計上した場

合の提供件数 

学術研究の発

展に資すると

認められる統

計の作成等 

教育の発展に

資すると認め

られる統計の

作成等 

官民データ活

用推進基本法

第23条第３項

の規定により

指定された重

点分野に係る

統計の作成等 

内閣府  1  1 0 0  1 

総務省 25 23 0 2 26 

厚生労働省  2  2 0 0  2 

国土交通省  5  3 0 2  5 

環境省  1  1 0 0  1 

日本銀行  1  1 0 0  1 

合計 35 31 0 4 36 
（参考） 
平成30年度

（2018年度）の
実績

22 22 0 － 23 

（注１）１件の申出で複数の統計調査に係るオーダーメード集計の提供を受け付けている場合があるため、各省の

小計欄の合計と合計欄の数字は一致しないため、統計調査ごとに計上した場合の提供件数を参考値として記

載している。 

（注２）官民データ活用推進基本法第23条第３項の規定により指定された重点分野に係る場合については、法改正

（令和元年（2019年）５月施行）により拡大されたものであるため、平成30年度（2018年度）の実績はない。 

４ 匿名データの作成及び提供 

法第35条第１項においては、国の行政機関の長又は指定独立行政法人等は、
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その行った統計調査に係る調査票情報を加工して、匿名データを作成するこ

とができると規定されており、同条第２項においては、国の行政機関の長は、

基幹統計調査に係る匿名データを作成しようとするときは、あらかじめ、統

計委員会の意見を聴かなければならないと規定されている。 

 また、法第36条第１項においては、国の行政機関の長又は指定独立行政法人

等は、総務省令で定めるところにより、一般からの求めに応じ、法第35条第

１項の規定により作成した匿名データを学術研究の発展に資する統計の作成

等その他の匿名データの提供を受けて行うことについて相当の公益性を有す

る統計の作成等として総務省令で定めるものを行う者に提供することができ

ると規定されている。 

 上述の匿名データの提供を受けて行うことについて相当の公益性を有する統

計の作成等について、規則第35条第１項においては、学術研究の発展に資す

ると認められる統計の作成等、教育の発展に資すると認められる統計の作成

等、国際社会における我が国の利益の増進及び国際経済社会の健全な発展に

資すると認められる統計の作成等並びに官民データ活用推進基本法第23条第

３項の規定により指定された重点分野に係る統計の作成等が規定されている。 

 令和元年度（2019年度）末現在、国の行政機関が匿名データの提供を行って

いる統計調査は７調査（52年次分）となっている（資料26参照）。これらの

うち、６調査については、法第37条の規定に基づき、独立行政法人統計セン

ターに委託して匿名データの提供を実施している。

令和元年度（2019年度）の匿名データの提供件数は26件となっている（表19

及び資料27参照）。 

表19 匿名データの提供件数（令和元年度(2019年度) ） 

統計調査 

所管府省名 

匿名データ

の提供件数 

（参考） 

統計調査ごとに

計上した場合の

提供件数 

学術研究の

発展に資す

ると認めら

れる統計の

作成等 

教育の発展

に資すると

認められる

統計の作成

等 

国際社会にお

ける我が国の

利益の増進等

に資すると認

められる統計

の作成等 

官民データ活

用推進基本法

第23条第３項

の規定により

指定された重

点分野に係る

統計の作成等 

総務省 17 16 1 0 0 19 

厚生労働省  9  7 2 0 0  9 

合計 26 23 3 0 0 28 
（参考） 

平成30年度（2018
年度）の実績 

49 47 2 0 － 63 

（注１）１件の申出で複数の統計調査に係る匿名データの提供を受け付けている場合があるため、統計調査ごとに計上した場合

の提供件数を参考値として記載している。 

（注２）官民データ活用推進基本法第23条第３項の規定により指定された重点分野に係る場合については、法改正（令和元年

（2019年）５月施行）により拡大されたものであるため、平成30年度（2018年度）の実績はない。 

21



５ 調査票情報等の適正管理のための措置 

 法第39条第１項においては、調査票情報等を適正に管理するために必要な措

置として総務省令で定めるものを講じなければならないと規定されており、

同項各号において、対象機関ごとに当該措置を講じなければならない情報が

規定されている。 

 当該対象機関については、従来、国の行政機関の長、指定地方公共団体の長

及び指定独立行政法人等とされていたところ、平成30年改正法により事業所

母集団データベースに記録されている情報の提供を受けることができる機関

の範囲が拡大されたことに伴い、全ての公的統計の作成主体である行政機関

等（行政機関、地方公共団体又は独立行政法人等）に範囲が拡大されている。 

 対象機関が講じなければならない措置については、規則第41条において、主

体・対象となる情報ごとに組織的管理措置、人的管理措置、物理的管理措置、

技術的管理措置等のカテゴリーを設定し、それぞれ適正管理措置を講ずべき

具体的な措置内容を規定している。 

 国の行政機関、地方公共団体その他の執行機関、独立行政法人等及び受託者

（法第39条第１項各号に定める情報の取扱いに関する業務の委託を受けた者

その他の当該委託に係る業務を受託した者）においては、法第39条及び規則

第41条の規定に基づき、「調査票情報等の管理及び情報漏えい等の対策に関

するガイドライン」（平成21年２月６日総務省政策統括官（統計基準担当）

決定）を参考として、調査票情報等を適正に管理するための措置（管理簿の

整備、研修の実施、点検・監査の実施等）を講じている。 

 令和元年度（2019年度）には、過失により調査票を紛失するなどの管理上問

題がある事案が確認されたため、関係機関においては、調査票情報等の管理

の徹底について指導する等、再発防止に引き続き取り組んでいる。 
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Ⅳ その他 

１ 統計情報の提供（e-Statの取組等） 

「政府統計の総合窓口（e-Stat）」（https://www.e-stat.go.jp/）は、

国の行政機関が作成する統計に関する情報のワンストップサービスを実現

することを目指し、総務省が中心となって政府全体で運営する政府統計の

ポータルサイトである（資料29参照）。 

国の行政機関等が登録した統計表ファイル、統計データ、公表予定、新着

情報、調査票項目情報、統計分類等の各種統計関連情報は、e-Statを通じ

て提供されており、e-Statは法第54条の規定に基づく公的統計の所在情報

の提供の取組並びに法第８条及び第23条の規定に基づく統計の公表の取組

の中核を担っている。 

令和元年度（2019年度）末時点で、e-Statに登録されている統計の数は

627件、提供されている統計表の数は約80.5万表となっており、令和元年度

（2019年度）には約3,337万件のアクセスがあった（クローラーによるアク

セス注）を除く。）（表20参照）。
注）検索エンジン運営会社による検索用インデックス作成のためのデータ収集を目的とした機械による自動アク

セス

表20 政府統計の総合窓口（e-Stat）のアクセス件数 （令和元年度(2019年度)） 

府省名 
府省のコンテンツに 
対するアクセス件数 

内閣官房 19,447 

人事院 62,867 

内閣府 891,425 

総務省 9,097,244 

法務省 711,163 

外務省 18,987 

財務省 8,931,125 

文部科学省 1,380,017 

厚生労働省 4,336,648 

農林水産省 5,715,596 

経済産業省 519,724 

国土交通省 1,554,598 

環境省 130,544 

防衛省 174 

合計 33,369,559 

(参考)平成30年度(2018年度)実績 21,485,521 
注）アクセス件数は、基幹統計調査・一般統計調査の情報に関するコンテンツに係るものの他、業務統計や加工統

計の情報に関するコンテンツに係るものも含む。 

２ 統計調査における新型コロナウイルス感染症の影響 

（１）新型コロナウイルス感染症への対応

新型コロナウイルス感染症は、令和元年（2019年）12月に中国湖北省武
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漢市において確認されて以降、国際的に広がりを見せることとなった。 

我が国においても、令和２年（2020年）１月に国内での新型コロナウイ

ルス感染症の感染が判明した後、感染が全国に拡大したため、同年４月７

日に、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第32

条第１項の規定に基づく緊急事態宣言が発せられ、外出の自粛等が要請さ

れることとなった。 

これらの状況を踏まえ、総務省政策統括官（統計基準担当）では、国の

行政機関、指定地方公共団体及び指定独立行政法人等に対し、令和２年

（2020年）２月26日及び緊急事態宣言発出後の同年４月８日の２回にわた

り、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止等の観点から調査計画の変

更を行う場合の承認手続等について弾力的な運用を行うこと及び調査結果

の公表の際に適切な情報提供を行うべきこと等について通知を行った。 

また、統計委員会は、令和２年（2020年）３月16日に「統計法第９条第

４項ただし書きにおける『統計委員会が軽微な事項と認めるもの』の取扱

いについて」（平成21年３月９日統計委員会決定。資料17参照）の改正を

行い、感染症の発生に伴う基幹統計調査の延期又は調査方法の変更を行う

場合、統計委員会への諮問を要しないこととされた。 

さらに、令和２年（2020年）５月１日の北村統計委員会委員長談話にお

いては、このような状況にあっても、社会・経済の実態を的確に捉えるた

めの統計の重要性は変わるものではなく、現下の正確な状況把握のために、

国民共通の情報基盤である統計の必要性は更に高まっていることが指摘さ

れるとともに、政府に対し、調査が安全かつ円滑に行われ、報告者等の負

担軽減はもとより、調査実施者における業務の見直しや実施体制の確保に

ついても万全を期すことが求められた。 

（２）新型コロナウイルス感染症による統計調査への影響

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえ、労働力調査や家計調査

において調査員調査が困難な場合には郵送調査を併用することや、令和２

年（2020年）国民生活基礎調査を中止すること、そのほか、令和２年度

（2020年度）に実施等を予定していた基幹統計調査及び一般統計調査の一

部において、実施時期の繰下げ、調査票提出期限の延長、公表時期の繰下

げ、調査の中止などの措置が採られている。
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資料１ 統計法の概要 

１．総則 （第１条～第４条） 

○ 公的統計が国民にとって合理的な意思決定を行うための基盤となる重要な

情報であることにかんがみ、公的統計の作成及び提供に関し基本となる事項を

定めることにより、公的統計の体系的かつ効率的な整備及びその有用性の確保

を図り、もって国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与【第１条】 

○ 国勢統計、国民経済計算及び行政機関が作成する統計のうち重要なもの

として総務大臣が指定した統計を基幹統計として位置付け【第２条】 

○ 公的統計の整備に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

公的統計の整備に関する基本的な計画を閣議決定（おおむね５年ごとに変更）

【第４条】

２．公的統計の作成 （第５条～第31条） 

○ 行政機関は、基幹統計を作成したときは、速やかに公表（公表期日等は、

事前に公表）【第８条】 

○ 行政機関は、基幹統計調査又は一般統計調査を行おうとするときは、

総務大臣の承認が必要【第９条・第19条】 

○ 行政機関は、一般統計調査の結果を作成したときは、特別の事情があるとき

を除き、速やかに公表【第23条】

○ 指定地方公共団体又は指定独立行政法人等は、統計調査を行おうとするとき

は、総務大臣に届出【第24条・第25条】 

○ 行政機関は、統計調査以外の方法により基幹統計を作成する場合には、

作成方法を総務大臣に通知【第26条】

○ 総務大臣は、正確かつ効率的な統計作成及び被調査者の負担軽減のため、

事業所母集団データベースを整備【第27条】 

○ 総務大臣は、統計基準（公的統計の作成に際し、その統一性又は総合性を

確保するための技術的な基準）を決定【第28条】

○ 行政機関は、正確かつ効率的な統計作成及び被調査者の負担軽減のため、

他の行政機関に対し行政記録情報の提供等の協力を求めることが可能  

【第29条・第30条】 
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３．調査票情報等の利用及び提供 （第32条～第38条） 

○ 行政機関又は指定独立行政法人等は、統計の作成等を行う場合には、   

その行った統計調査に係る調査票情報を二次利用することが可能【第32条】 

○ 行政機関又は指定独立行政法人等は、一般からの求めに応じ、その行った 

統計調査に係る調査票情報、オーダーメード集計の結果（委託により作成した

統計等）及び匿名データ（特定の個人等が識別できないように調査票情報を 

加工したもの）を提供することが可能【第33条～第36条】 

 

４．調査票情報等の保護 （第39条～第43条） 

○ 調査票情報等について、行政機関等の適正管理義務、目的外利用の禁止及び

守秘義務を規定するとともに、業務の委託を受けた者、調査票情報の提供を 

受けた者等にも同様に適用【第39条～第43条】 

 

５．統計委員会の設置 （第44条～第51条） 

○ 総務省に統計委員会を設置し、統計及び統計制度の発達及び改善に関する 

基本的事項を調査審議すること、基本計画案等について意見を述べること、 

基本計画の実施状況について勧告すること等の事務を遂行【第44条・第45条】 

○ 委員を補佐するため、統計委員会に幹事を置き、総務省及び関係行政機関の

職員のうちから任命【第49条の２】 

 

６．雑則 （第52条～第56条の２） 
○ 総務大臣は、公的統計の利用者の利便を図るため、統計の所在情報を   

提供できるよう措置【第54条】 

○ 総務大臣は、統計法の施行状況を統計委員会に報告するとともに公表  

【第55条】 

 

７．罰則 （第57条～第62条） 

○ 守秘義務違反等に対する罰則を規定【第57条～第62条】 
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資料２ 統計改革に係る統計法等改正状況 

       

 

年月日 主な改正状況 

平成30年３月６日 ・「統計法及び独立行政法人統計センター法の一部

を改正する法律案」閣議決定、第196回通常国会提

出 

平成30年５月17日 ・衆議院総務委員会において可決〔賛成多数〕 

平成30年５月18日 ・衆議院本会議において可決〔賛成多数〕 

平成30年５月24日 ・参議院総務委員会において可決〔賛成多数〕 

平成30年５月25日 ・参議院本会議において可決・成立〔賛成多数〕 

平成30年６月１日 ・「統計法及び独立行政法人統計センター法の一部

を改正する法律（平成30年法律第34号）」公布 

※統計委員会の機能強化に関する改正規定につい

ては公布日施行 

平成30年８月31日 ・「統計委員会令の一部を改正する政令（平成30年

政令第247号）」公布・施行 

平成30年12月21日 ・「統計法及び独立行政法人統計センター法の一部

を改正する法律の施行期日を定める政令（平成30

年政令第345号）」公布 

・「統計法施行令の一部を改正する政令（平成30年

政令第346号）」公布 

平成31年２月22日 ・「統計法施行規則の一部を改正する省令（平成31

年総務省令第９号）」公布 

平成31年３月29日 ・「独立行政法人統計センターに関する省令の一部

を改正する省令（平成31年総務省令第33号）」公布 

※一部の改正規定については公布日施行 

平成31年４月23日 ・「調査票情報の提供等に係る依頼書等の様式を定

める件（平成31年総務省告示第203号）」公布 

令和元年５月１日 ・「統計法及び独立行政法人統計センター法の一部

を改正する法律（平成30年法律第34号）」全面施

行 

・「統計法施行令の一部を改正する政令（平成30年

政令第346号）」、「統計法施行規則の一部を改正す

る省令（平成31年総務省令第９号）」及び「調査票

情報の提供等に係る依頼書等の様式を定める件

（平成31年総務省告示203号）」施行 

・「独立行政法人統計センターに関する省令の一部

を改正する省令（平成31年総務省令第33号）」全

面施行 
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資料４ 基幹統計調査の承認一覧 

（令和元年度(2019年度)） 

実施府省 基幹統計調査の名称 承認年月日 

総務省 

小売物価統計調査 令和元年８月９日 

国勢調査 令和元年10月11日 

科学技術研究調査 令和２年１月20日 

住宅・土地統計調査 令和２年１月20日 

全国家計構造調査 令和２年２月20日 

労働力調査 令和２年３月31日 

財務省 法人企業統計調査 
令和元年５月24日 

令和２年１月14日 

文部科学省 
学校教員統計調査 令和元年６月13日 

学校基本調査 令和２年１月30日 

厚生労働省 

賃金構造基本統計調査 令和元年10月11日 

人口動態調査 令和元年10月11日 

国民生活基礎調査 令和元年11月15日 

患者調査 令和２年３月23日 

医療施設調査 令和２年３月23日 

農林水産省 

農林業センサス 

令和元年９月26日 

令和元年11月15日 

令和２年２月18日 

令和２年３月16日 

海面漁業生産統計調査 令和元年10月９日 

作物統計調査 令和２年２月７日 

経済産業省 
商業動態統計調査 

令和元年８月５日 

令和２年１月６日 

石油製品需給動態統計調査 令和２年１月23日 

国土交通省 

港湾調査 令和元年７月30日 

法人土地・建物基本調査 令和元年８月20日 

自動車輸送統計調査 
令和元年９月26日 

令和２年２月21日 

造船造機統計調査 令和元年12月20日 

鉄道車両等生産動態統計調査 令和元年12月20日 

建築着工統計調査 令和２年３月17日 

総務省・経済産業省 
経済構造実態調査 令和元年12月25日 

工業統計調査 令和２年３月12日 

（注）本表は、法第11条の規定に基づき、令和元年度(2019年度)中に総務大臣に申請され、同年度中に承認

が行われた基幹統計調査の承認状況についてまとめたものである。 
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資料５ 基幹統計調査の年度別承認件数 

（平成27年度（2015年度）～令和元年度（2019年度）） 

府省名 
令和 
元年度 

(2019年度) 

平成 
30年度 

(2018年度) 

平成 
29年度 

(2017年度) 

平成 
28年度 

(2016年度) 

平成 
27年度 

(2015年度) 

総務省 8* 8* 6(2) 8*(2) 5*(2*) 

財務省 2(2) 1 0 0 0 

文部科学省 2 1 2 2 3 

厚生労働省 6(2) 4 5(2) 6(2) 3 

農林水産省 6(4) 5 3 3 8(2) 

経済産業省 6*(2) 6*(2*) 1 6*(2) 6*(2*) 

国土交通省 7(2) 1 2 0 1 

合計 35(12) 24(2) 19(4) 24(6) 24(4) 

（注１）（ ）内の数値は同年度内に同一の調査で複数回承認を受けたものの内数。 

（注２）「*」は複数の府省が共同で行う調査（平成30年度（2018年度）及び令和元年度（2019年度）は経済

構造実態調査と工業統計調査、平成27年度（2015年度）及び28年度（2016年度）は経済センサス‐活

動調査）。共管府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の承認件数を単純合計しても、合計

には一致しない。 
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資料６ 基幹統計の公表までの期間

経常調査により作成された基幹統計の公表状況 

（平成30年度、令和元年度） 

府省名 

公表を行った件数 
（件） 

公表までの平均期間 
（日） 

令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 

総務省 6(1) 5 59 45 

財務省 2 2 41 69 

文部科学省 2 2 86  86 

厚生労働省 6 6 98 103 

農林水産省 5 5 27 28 

経済産業省 8(1) 8 94 92 

国土交通省 8 8 49 10 

合計/全体平均 36(1) 36 65 59 

（注１）令和元年度に第一報の公表を行った基幹統計を計上している。 

（注２）公表までの平均期間は、各調査の調査期間終了時から第一報公表までの日数の平均である。 

（注３）１つの基幹統計の作成に当たり、月次調査・年次調査がある場合など、公表までの期間が複数種

類ある場合、最も短い公表までの期間によって平均期間の計算を行っている。 

（注４）統計調査以外の方法により作成される基幹統計である国民経済計算（内閣府）、人口推計（総務省）、 

産業連関表（内閣府、金融庁、総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、 
国土交通省及び環境省）、生命表（厚生労働省）、社会保障費用統計（厚生労働省）及び鉱工業指数 
（経済産業省）並びに周期調査により作成される基幹統計の公表までの平均期間は算出していない。 

（注５）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、共管調査は、共管の府省に 
  それぞれ１件と計上しているため、各府省の対象調査数等の件数を単純合計しても、合計と一致しない。 
（注６）本表でいう「経常調査」とは１年以下の周期（毎月、毎四半期、半年など）で行われる統計調査を指す。 

周期調査により作成された基幹統計の公表までの期間 

（令和元年度） 

府省名 基幹統計調査の名称 
調査の 
周期 

公表までの期間 
（今回調査） 

公表までの期間 
（前回調査） 

前回調査
との差 

総務省 住宅・土地統計調査 ５年 
185日 

（H31.4公表） 

278日 

（H26.7公表） 
－93日 

文部科学省 社会教育調査 ３年 
233日 

（R1.7公表） 

323日 

（H28.10公表） 
－90日 

農林水産省 2018年漁業センサス ５年 
209日 

（R1.8公表） 

210日 

（H26.8公表） 
－１日 

国土交通省 
法人土地・建物基本

調査 
５年 

53日 

（R1.9公表） 

22日 

（H26.10公表） 
＋31日 

（注１）公表までの期間は、各調査の調査期間終了時から第一報公表までの日数である。 

（注２）本表でいう「周期調査」とは１年を超える周期（２年に１回、５年に１回など）で行われる統計調査を指す。
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資料７ 一般統計調査の承認一覧 

（令和元年度（2019年度）） 

実施府省 一般統計調査の名称 承認年月日 

人事院 職種別民間給与実態調査 平成 31 年４月 11 日 

民間企業における役員報酬（給与）調査 平成 31 年４月 25 日 

民間企業の勤務条件制度等調査 令和元年９月 17 日  

内閣府 民間非営利団体実態調査 令和元年６月７日 

幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査 令和元年６月 18 日  

民間企業投資・除却調査 令和元年７月 24 日  

市民の社会貢献に関する実態調査 令和元年８月 20 日  

高齢者の経済生活に関する調査 令和元年 10 月９日  

青少年のインターネット利用環境実態調査 令和元年 10 月 29 日 

公益法人の寄附金収入に関する実態調査 令和元年 12 月５日  

地方公共団体消費状況等調査 令和２年３月 19 日  

総務省 2020年国勢調査第３次試験調査 平成 31 年４月９日  

サービス産業動向調査 令和元年５月 23 日  

全国単身世帯収支実態調査 令和元年８月 19 日  

通信利用動向調査 令和元年 10 月９日  

死因究明等の推進に関する取組に係るアンケート調査 
令和元年 11 月 22 日 

令和２年１月 24 日  

通信利用動向調査 令和２年３月 31 日  

法務省 成年年齢引下げ後の成人式の実施に関する調査 令和元年５月 30 日  

成年年齢引下げの環境整備に関する浸透度についての調

査 
令和２年３月 17 日  

財務省 たばこ小売販売業調査 令和元年 11 月 15 日 

連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調

査 
令和２年１月 23 日  

文部科学省 子供の学習費調査 令和元年７月 19 日 

民間企業の研究活動に関する調査 令和元年７月 24 日 

ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 令和元年９月 26 日 

学校における教育の情報化の実態等に関する調査 
令和元年 10 月 29 日 

令和２年２月 20 日 

学術情報基盤実態調査 令和元年 12 月 25 日 

子供の学習費調査 令和２年２月 25 日 

児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関

する調査 
令和２年３月３日 

大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシッ

プ実施状況等調査 
令和２年３月 17 日 

厚生労働省 公的年金加入状況等調査 平成 31 年４月 10 日 

保健師活動領域調査（領域調査） 平成 31 年４月 16 日 

社会福祉施設等調査 平成 31 年４月 18 日 

社会保障・人口問題基本調査（世帯動態調査） 平成 31 年４月 18 日 

裁量労働制実態調査 令和元年５月 10 日 

最低賃金に関する実態調査 令和元年５月 10 日 
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実施府省 一般統計調査の名称 承認年月日 

厚生労働省 家庭の生活実態及び生活意識に関する調査 令和元年５月 23 日 

介護事業実態調査 令和元年５月 27 日 

医療経済実態調査 令和元年５月 29 日 

雇用の構造に関する実態調査（就業形態の多様化に関す

る総合実態調査） 

令和元年６月 17 日 

令和元年 11 月 11 日 

訪問看護療養費実態調査 令和元年６月 25 日 

労働安全衛生調査（労働環境調査） 令和元年７月 19 日 

歯科技工料調査 令和元年７月 29 日 

障害福祉サービス等経営概況調査 令和元年７月 29 日 

就労条件総合調査 令和元年８月６日 

最低賃金に関する実態調査 令和元年８月６日 

裁量労働制実態調査 令和元年８月 20 日 

雇用均等基本調査 令和元年９月９日 

能力開発基本調査 令和元年９月９日 

医薬品価格調査 令和元年９月 24 日 

国民健康・栄養調査 令和元年９月 24 日 

21 世紀出生児縦断調査（平成 22 年出生児） 令和元年９月 27 日 

特定保険医療材料価格調査 令和元年９月 27 日 

有期労働契約に関する実態調査 令和元年 11 月 21 日 

労使関係総合調査 令和元年 11 月 21 日 

年金制度基礎調査 令和元年 12 月５日 

賃金の引上げ等の実態に関する調査 令和元年 12 月 24 日 

無医地区等及び無歯科医地区等調査 令和２年１月 17 日 

地域児童福祉事業等調査 令和２年１月 30 日 

喫煙環境に関する実態調査 令和２年３月 12 日 

労務費率調査 令和２年３月 12 日 

社会保障生計調査 令和２年３月 30 日 

被保護者調査 令和２年３月 30 日 

保険医療材料等使用状況調査 令和２年３月 30 日 

農林水産省 内水面漁業生産統計調査 平成 31 年４月 10 日 

農業物価統計調査 令和元年５月 10 日 

６次産業化総合調査 令和元年８月９日 

漁業構造動態調査 令和元年８月 27 日 

水産物流通調査 令和元年 10 月 31 日 

畜産統計調査 令和元年 11 月 15 日 

食品製造業における HACCPに沿った衛生管理の導入状況実

態調査 
令和２年３月３日 

経済産業省 模倣被害実態調査 令和元年６月 26 日 

貴金属流通統計調査 令和元年７月 30 日 

シェアリングエコノミーに関する実態調査 令和元年８月 22 日 

鉄鋼需給動態統計調査 令和元年 10 月９日 

鉄鋼生産内訳月報 令和元年 10 月９日 

特定サービス産業動態統計調査 令和元年 12 月 20 日 
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実施府省 一般統計調査の名称 承認年月日 

経済産業省 石油設備調査 令和２年２月 10 日 

石油輸入調査 令和２年２月 10 日 

海外現地法人四半期調査 令和２年３月 12 日 

国土交通省 船員労働統計予備調査 令和元年５月 16 日 

国際航空旅客動態調査 令和元年７月 26 日 

建設業構造実態調査 令和元年９月９日 

空き家所有者実態調査 令和元年９月 10 日 

バルク貨物流動調査 令和元年９月 24 日 

全国都市交通特性調査 試験調査 令和元年 10 月 29 日 

全国道路・街路交通情勢調査 自動車起終点調査 事前

調査 
令和元年 10 月 29 日 

訪日外国人消費動向調査 令和元年 12 月 20 日 

航空旅客動態調査 令和２年２月７日 

自動車燃料消費量調査 令和２年２月７日 

環境省 環境保健サーベイランス調査 令和元年９月 11 日 

家庭部門の CO２排出実態統計調査 令和元年９月 26 日 

総務省・ 

経済産業省 
経済センサス-活動調査試験調査 令和元年７月４日 

文部科学省・ 

厚生労働省 
21 世紀出生児縦断調査（平成 13 年出生児） 令和２年２月 28 日 

経済産業省・ 

環境省 
リサイクル産業実態調査 令和元年 10 月 23 日 

（注）本表は、法第19条又は第21条の規定に基づき、総務大臣に申請され、令和元年度中に承認された一般統計調査の承認

状況についてまとめたものである。 
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資料８ 一般統計調査の年度別承認件数 

    （平成 27年度（2015年度）～令和元年度（2019年度）） 

府省名 
令和 
元年度 

(2019年度） 

平成 
30年度 

（2018年度） 

平成 
29年度

（2017年度） 

平成 
28年度

（2016年度） 

平成 
27年度

（2015年度） 

人事院 3 3 3 3 1 

内閣府 8    7(1) 8 6 6 

総務省 8(1) 4   13(1) 9    8(1) 

法務省 2 1 0 0 0 

財務省 2    2(1) 0 2 1 

文部科学省 10(1) 7(1)    9(1)    9(1) 4 

厚生労働省 36(1) 21(1)   31(1)   29(1) 26 

農林水産省 7 11   10(1) 13 11 

経済産業省     11(2)    9(1)   12(2)    9(1)    4(1) 

国土交通省 10   17(1) 6    6(1) 9 

環境省 3(1) 0 3 4 6 

合計 97(3)   79(3)   92(3)   88(2)   75(1) 

（注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、承認した統計調査件数の内数。共管

調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の承認件数を単純合計しても、合計には一致

しない。 

（注２）複数回承認されている場合は、それぞれ１件と計上している。 
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資料９ 一般統計調査の結果の公表までの期間 

一般統計調査（経常調査）結果の公表までの平均期間 

（令和元年度） 

府省名 
公表を行った件数 

（件） 

公表までの平均期間 

（日） 

人事院 3 133 

内閣府 9(1) 56 

総務省 5(1) 89 

財務省 4(1) 185 

文部科学省 9(2) 175 

厚生労働省 31(2) 195 

農林水産省 25(1) 70 

経済産業省 22(2) 83 

国土交通省 19 94 

環境省 6 118 

合計／全体平均 128(5) 118 

（参考） 

平成30年度の実績 

135(5) 128 

（注１）令和元年度に第一報の公表を行った一般統計調査を計上している。 

（注２）公表までの平均期間は、各調査の調査期間終了時から第一報公表までの日数の平均である。 

（注３）１つの一般統計調査において、月次調査・年次調査がある場合など、公表までの期間が複数種類

ある場合、最も短い公表までの期間によって平均期間の計算を行っている。 

（注４）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、公表を行った一般統計

調査の結果の件数の内数。共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の

公表を行った一般統計調査の結果の件数を単純合計しても、合計には一致しない。 

（注５）本表でいう「経常調査」とは１年以下の周期（毎月、毎四半期、半年など）で行われる統計調査

を指す。 

一般統計調査（周期調査）の結果の公表までの期間 

（令和元年度） 

府省名 一般統計調査の名称 
調査の 
周期 

公表までの期間 
（今回調査） 

公表までの期間 
（前回調査） 

前回調査 
との差 

文部科学省 

子供の学習費調査 ２年 
217日 

(R1.12公表) 

221日 

(H29.12公表) 
－４日 

学校給食栄養報告 ２年 
182日 

(R1.６公表) 

199日 

(H30.７公表) 
－17日 

全国イノベーション調査 ２年 
148日 

(R1.８公表) 

122日 

(H28.4公表) 
＋26日 

大学等におけるフルタイム

換算データに関する調査 
５年 

161日 

(R1.６公表) 

365日 

(H26.11公表) 
－204日 

厚生労働省 
医療経済実態調査（保険者

調査） 
２年 

37日 

(R1.11公表) 

54日 

(H29.11公表) 
－17日 
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府省名 一般統計調査の名称 
調査の 
周期 

公表までの期間 
（今回調査） 

公表までの期間 
（前回調査） 

前回調査 
との差 

 

労使関係総合調査(労働組

合活動等に関する実態調

査） 

２年 
342日 

(R1.６公表) 

335日 

(H29.６公表) 
＋７日 

 
労働安全衛生調査（実態調

査） 
５年 

274日 

(R1.８公表) 

281日 

(H30.８公表) 
－７日 

 障害者雇用実態調査 ５年 
340日 

(R1.６公表) 

363日 

(H26.12公表) 
－23日 

 
社会保障・人口問題基本調

査（全国家庭動向調査） 
５年 

409日 

(R1.９公表) 

373日 

(H26.８公表) 
＋36日 

 
介護事業実態調査（介護事

業経営概況調査） 
３年 

180日 

(R1.12公表) 

181日 

(H28.12公表) 
－１日 

 訪問看護療養費実態調査 ２年 
243日 

(R2.３公表) 

200日 

(H30.２公表) 
＋43日 

 所得再分配調査 ３年 
738日 

(R1.９公表) 

751日 

(H28.９公表) 
－13日 

 特定保険医療材料価格調査 ２年 
40日 

(R1.12公表) 

41日 

(H30.12公表) 
－１日 

 全国家庭児童調査 ５年 
1742日 

(R1.12公表) 

724日 

(H23.12公表) 
＋1018日 

 
児童養護施設入所児童等調

査 
５年 

672日 

(R2.１公表) 

680日 

(H27.１公表) 
－８日 

 
雇用の構造に関する実態調

査(若年者雇用実態調査） 
不定期 

383日 

(R1.12公表) 

299日 

(H26.９公表) 
＋84日 

 最低賃金に関する実態調査 不定期 
38日 

(R1.７公表) 

29日 

(H30.７公表) 
＋９日 

 
障害福祉サービス等従事者

処遇状況等調査 
不定期 

139日 

(H31.４公表) 

145日 

(H30.４公表) 
－６日 

農林水産省 
林業経営統計調査（家族経

営体調査） 
５年 

321日 

（R1.12公表） 

420日 

（H27.３公表） 
－99日 

国土交通省 

内航船舶輸送統計母集団調

査 
５年 

273日 

（R1.８公表） 

292日 

（H26.９公表） 
－19日 

パーソントリップ調査(東

京都市圏パーソントリップ

調査) 

10年 
362日 

（R1.11公表） 

365日 

（H21.11公表） 
－３日 

住生活総合調査 ５年 
380日 

（R2.１公表） 

468日 

（H27.４公表） 
－88日 

航空貨物動態調査 ２年 
182日 

（R1.５公表） 

125日 

（H29.３公表） 
＋57日 

国際航空貨物動態調査 ２年 
175日 

（R1.５公表） 

126日 

（H29.３公表） 
＋49日 

マンション総合調査 ５年 
91日 

（H31.４公表） 

82日 

（H26.４公表） 
＋９日 
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府省名 一般統計調査の名称 
調査の 
周期 

公表までの期間 
（今回調査） 

公表までの期間 
（前回調査） 

前回調査 
との差 

環境省 

大気汚染物質排出量総合調

査 
３年 

322日 

（R1.９公表） 

444日 

（H29.３公表） 
－122日 

水質汚濁物質排出量総合

調査 
２年 

151日 

（R2.３公表） 

170日 

（H30.４公表） 
－19日 

経済産業省 

国土交通省 
建設機械動向調査 ２年 

133日 

（R1.６公表） 

112日 

（H30.８公表） 
＋21日 

（注１）公表までの期間は、各調査の調査期間終了時から第一報公表までの日数である。なお、１つの統計調査において、公表ま

での期間が複数種類ある場合、最も短い公表までの期間を記載している。 

（注２）本表でいう「周期調査」とは１年を超える周期（２年に１回、５年に１回など）で行われる統計調査を指す。 

（注３）新規調査及び１回限りで行われた調査については、記載していない。 
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資料10 都道府県別統計調査の届出件数 

（令和元年度（2019年度）） 

都道府県名 
届出件数 

都道府県名 
届出件数 

新規 変更 新規 変更 

北海道 1 0 滋賀県 8 4 
青森県 3 7 京都府 10 2 
岩手県 0 3 大阪府 8 3 
宮城県 1 2(1) 兵庫県 1 0 
秋田県 1 2 奈良県 3 6 
山形県 3 0 和歌山県 1 1 
福島県 2 1 鳥取県 1 7 
茨城県 3 1 島根県 5 2 
栃木県 10 3 岡山県 1 0 
群馬県 3 0 広島県 1 3 
埼玉県 3 7 山口県 1 2 
千葉県 10 6 徳島県 0 0 
東京都 11 9 香川県 3 3 
神奈川県 1 7 愛媛県 1 1 
新潟県 7 7(3) 高知県 48 11 
富山県 5 2 福岡県 0 1 
石川県 1 1 佐賀県 2 5 
福井県 0 3 長崎県 0 0 
山梨県 2 3 熊本県 1 3 
長野県 1 2 大分県 0 1 
岐阜県 6 4 宮崎県 3 1 
静岡県 4 5 鹿児島県 2 1 
愛知県 7 6 沖縄県 2 0 
三重県 3 4 合計 190 142(4) 

（注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の地方公共団体が共同で行う調査）の数で
ある。 

（注２）都道府県と指定都市が共管している調査については、それぞれに計上してい
る。 

 

資料11 指定都市別統計調査の届出件数 

（令和元年度（2019年度）） 

指定都市名 
届出件数 

指定都市名 
届出件数 

新規 変更 新規 変更 

札幌市 1 0 京都市 2 0 
仙台市 6 1(1) 大阪市 7 6 
さいたま市 1 1 堺市 1 0 
千葉市 2 0 神戸市 4 7 
横浜市 1 1 岡山市 0 0 
川崎市 3 3 広島市 1 1 
相模原市 0 1 北九州市 10 4 
新潟市 0 6(3) 福岡市 4 1 
静岡市 4 2 熊本市 5 2 
浜松市 0 2 

 
    

名古屋市 2 0 合計 54 38 
（注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の地方公共団体が共同で行う調査）の数で

ある。 
（注２）都道府県と指定都市が共管している調査については、それぞれに計上してい

る。 
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資料12 統計委員会委員名簿 

（任命期間：平成 29 年（2017年）10月 14日～令和元年（2019年）10月 13日） 

委員長 

委員長代理 

委員 

西村 淸彦 

北村 行伸 

河井 啓希 

川﨑 茂 

清原 慶子 

西郷 浩 

嶋﨑 尚子 

白波瀬 佐和子 

関根 敏隆 

永瀬 伸子 

中村 洋一 

野呂 順一 

宮川 努 

政策研究大学院大学特別教授 

一橋大学経済研究所教授 

慶應義塾大学経済学部教授 

日本大学経済学部特任教授 

ルーテル学院大学客員教授

早稲田大学政治経済学術院教授 

早稲田大学文学学術院教授 

東京大学大学院人文社会系研究科教授 

日本銀行金融研究所長 

お茶の水女子大学基幹研究院人間科学系教授 

法政大学理工学部経営システム工学科教授 

株式会社ニッセイ基礎研究所代表取締役会長 

学習院大学経済学部教授 

（注１）令和元年度（2019年度）中に在任していた委員について記載 

（注２）役職は令和元年（2019年）10月13日時点 

（任命期間：令和元年（2019年）10月 14日～令和３年（2021年）10月 13日） 

委員長 

委員長代理 

委員 

北村 行伸 

椿 広計 

岩下 真理 

川﨑 茂 

神田 玲子 

清原 慶子 

佐藤 香 

嶋﨑 尚子 

白塚 重典 

津谷 典子 

中村 洋一 

野呂 順一 

宮川 努 

一橋大学経済研究所教授 

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構理事 

情報・システム研究機構統計数理研究所長 

大和証券チーフマーケットエコノミスト 

日本大学経済学部特任教授 

公益財団法人NIRA総合研究開発機構理事・研究調査部長 

ルーテル学院大学客員教授

東京大学社会科学研究所教授 

早稲田大学文学学術院教授 

慶應義塾大学経済学部教授 

慶應義塾大学経済学部教授 

法政大学理工学部経営システム工学科教授 

株式会社ニッセイ基礎研究所代表取締役会長 

学習院大学経済学部教授 

（注１）令和元年度（2019年度）中に在任していた委員について記載 

（注２）役職は令和２年（2020年）３月末日時点 
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資料13 統計委員会臨時委員名簿 

 

部会名（設置時期） 臨時委員名（所属期間） 

企画部会 

（H30.7.20～） 
川口 大司 東京大学大学院経済学研究科教授（R2.3.16～） 

国民経済計算体系

的整備部会 

（H29.2.23～） 

菅  幹雄 

山澤 成康 

 

法政大学経済学部教授（R1.10.18～） 

跡見学園女子大学マネジメント学部教授（H30.7.20～R1.10.13、

R1.10.18～） 

人口・社会統計部会 

（H19.10.5～） 

宇南山 卓 

 

川口 大司 

一橋大学経済研究所社会科学統計情報研究センター准教授

（R1.10.18～） 

東京大学大学院経済学研究科教授（R1.10.18～） 

産業統計部会 

（H19.10.29～） 

宇南山 卓 

 

一橋大学経済研究所社会科学統計情報研究センター准教授

（R1.10.18～） 

サービス統計・企業

統計部会 

（H21.4.1～） 

宇南山 卓 

 

菅  幹雄 

成田 礼子 

一橋大学経済研究所社会科学統計情報研究センター教授

（R2.3.30～） 

法政大学経済学部教授（R2.3.30～） 

ＥＹ新日本有限責任監査法人パートナー（R1.10.18～） 

統計基準部会 

（H21.1.19～） 
菅  幹雄 法政大学経済学部教授（R1.10.18～） 

統計制度部会 

（H30.7.20～） 

縣 公一郎 

 

石井 夏生利 

藤原 靜雄 

 

早稲田大学政治経済学術院教授（H30.7.20～R1.10.13、R1.10.18

～） 

中央大学国際情報学部教授（H30.7.20～R1.10.13、R1.10.18～） 

中央大学大学院法務研究科教授（H30.7.20～R1.10.13、R1.10.18

～） 

点検検証部会 

（H31.1.30～） 
成田 礼子 ＥＹ新日本有限責任監査法人パートナー（R1.10.18～） 

評価分科会 

（H30.8.31～） 

岩下 真理 

神林  龍 

久我 尚子 

 

山本 渉 

美添 泰人 

大和証券チーフマーケットエコノミスト（H30.9.28～R1.10.13） 

一橋大学経済研究所教授（H30.9.28～R1.10.13） 

株式会社ニッセイ基礎研究所生活研究部主任研究員（R1.10.14

～） 

電気通信大学大学院情報理工学研究科准教授（R1.10.14～） 

青山学院大学経営学部プロジェクト教授（H30.9.28～R1.10.13、

R1.10.14～） 

（注１）令和元年度（2019年度）中に在任していた臨時委員について記載 

（注２）部会は、令和元年度（2019年度）に設置されていた部会について記載 

（注３）役職は、直近の任命時点 
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資料 14 統計委員会専門委員名簿 

 

部会名（設置時期） 専門委員名（所属期間） 

企画部会 

（H30.7.20～） 
清水 千弘 日本大学スポーツ科学部教授（H30.7.20～R1.10.13、R1.10.18～） 

国民経済計算体系

的整備部会 

（H29.2.23～） 

小巻 泰之 

斎藤 太郎 

 

新家 義貴 

 

菅  幹雄 

滝澤 美帆 

宮川 幸三 

大阪経済大学経済学部教授（H30.4.20～R1.10.13、R1.10.18～） 

株式会社ニッセイ基礎研究所経済研究部経済調査部長

(H30.4.20～R1.10.13、R1.10.18～） 

第一生命経済研究所経済調査部主席エコノミスト(H30.4.20～

R1.10.13、R1.10.18～） 

法政大学経済学部教授(H30.2.1～R1.10.13） 

学習院大学経済学部経済学科准教授（R1.10.18～） 

立正大学経済学部教授（H30.2.1～R1.10.13、R1.10.18～） 

人口・社会統計部会 

（H19.10.5～） 

川口 大司 

 

濵口 伸明 

伏見 清秀 

 

康永 秀生 

 

東京大学大学院経済学研究科教授（H31.3.19～H31.4.26、

H31.6.27～R1.9.30） 

神戸大学経済経営研究所教授（R1.6.27～R1.9.30） 

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科医歯学系専攻環境

社会医歯学講座医療政策情報学教授（R1.12.20～R2.3.16） 

東京大学大学院医学系研究科臨床疫学・経済学教授

（R1.12.20～R2.3.16） 

産業統計部会 

（H19.10.29～） 
山岸 順子 東京大学大学院農学生命科学研究科教授（R1.11.27～R2.1.24）  

サービス統計・企業

統計部会 

（H21.4.1～） 

宮川 幸三 
山口 裕之 
 

立正大学経済学部教授（H31.4.18～R1.6.27） 

株式会社日通総合研究所 Sales Development Unit Account 

Officer（H31.4.26～R1.7.18） 

統計基準部会 

（H21.1.19～） 
該当する専門委員なし 

統計制度部会 

（H30.7.20～） 
該当する専門委員なし 

点検検証部会 

（H31.1.30～） 

大西 浩史 
 
 

川口 大司 
篠  恭彦 
 

株式会社リアライズ代表取締役社長 
一般社団法人日本データマネジメント・コンソーシアム理事

兼事務局長（H31.3.5～R1.10.13） 
東京大学大学院経済学研究科教授（H31.2.15～R1.10.13） 
一般社団法人日本能率協会審査登録センター専任審査員

（H31.3.5～R1.10.13、R1.10.18～） 
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部会名（設置時期） 専門委員名（所属期間） 

西  美幸 アビームコンサルティング株式会社公共ビジネスユニットシ

ニアマネージャー（H31.2.15～R1.10.13、R1.10.18～） 

評価分科会 

（H30.8.31～） 

神林 龍 
 

一橋大学経済研究所経済制度・経済政策研究部門教授

（R1.10.14～） 
（注１）令和元年度（2019年度）中に在任していた専門委員について記載 

（注２）部会は、令和元年度（2019年度）に設置されていた部会について記載 

（注３）役職は、直近の任命時点 
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資料15 統計委員会開催状況（第135回～第147回） 

 

 

回数 開催年月日 審議事項 

第 135回 平成 31 年 

（2019 年） 

４月 18 日 

・諮問第129号「商業動態統計調査の変更について」 

・部会の審議状況について 

・部会に属すべき委員及び専門委員の指名について 

・サービス分野の生産物分類（2019年設定）（案）について 

・基準年SUT・産業連関表及び中間年SUTに係る基本構成の大枠（案）について 

・毎月勤労統計調査について 

第 136回 平成 31 年 

（2019 年） 

４月 26 日 

・諮問第127号の答申「賃金構造基本統計調査の変更について」 

・諮問第130号「港湾調査の変更について」 

・部会の審議状況について 

・統計委員会専門委員の発令等について 

・毎月勤労統計調査について 

・「国が実施する統計調査に関する提案」の状況について 

・平成31年度統計リソースの状況について 

第 137回 令和元年 

（2019 年） 

５月 24 日 

・諮問第128の答申「経済産業省生産動態統計調査の変更について」 

・部会の審議状況について 

・「産業連関表」の作成方法の変更通知について 

・毎月勤労統計調査について 

・医療の質の変化を反映した価格の把握手法に関する研究（中間報告）につい

て 

第 138回 令和元年 

（2019 年） 

６月 27 日 

・公的統計の総合的品質管理を目指して（建議）（案）について 

・諮問129号の答申「商業動態統計調査の変更について」 

・諮問131号「国勢調査の変更について」 

・諮問132号「賃金構造基本統計調査の変更について」 

・諮問133号「自動車輸送統計調査の変更について」 

・部会の審議状況について 

・統計委員会専門委員の発令等について 

・平成30年度統計法施行状況について 

・毎月勤労統計調査について 

・「令和２年度における統計リソースの重点的な配分に関する建議」（素案）

について 

第 139回 令和元年 

（2019 年） 

７月 18 日 

・「令和２年度における統計リソースの重点的な配分に関する建議」
（案）について 

・諮問第130号の答申「港湾調査の変更について」 
・部会の審議状況について 
・毎月勤労統計調査について 

第 140回 令和元年 

（2019 年） 

８月 29 日 

・諮問第133号の答申「自動車輸送統計調査の変更について」 
・部会の審議状況について 
・毎月勤労統計調査について 
・社会保障費用統計における主な作成方法の変更について 
・小売物価統計調査（動向編）の変更について 

第 141回 令和元年 

（2019 年） 

９月 30 日 

・公的統計の総合的品質管理を目指した取組について（建議） 

・諮問第131号の答申「国勢調査の変更について」 

・諮問第132号の答申「賃金構造基本統計調査の変更について」 

・毎月勤労統計調査について 

・平成30年度における官民の統計コスト削減に係る各府省の取組状況について 

・令和２年度統計改革に関するリソースの要求状況について 

・人口動態調査の変更について 
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回数 開催年月日 審議事項 

第 142回 令和元年 

（2019 年） 

10月 18 日 

・統計委員会委員の発令、委員長の互選、委員長代理及び部会長の指名等につ

いて 

第 143回 令和元年 

（2019 年） 

11月 27 日 

・諮問第134号「商業動態統計調査の変更について」 

・諮問第135号「作物統計調査の変更について」 

・部会の審議状況について 

・統計委員会専門委員の発令等について 

・毎月勤労統計調査について 

・「国が実施する統計調査に関する提案」の状況について 

第 144回 令和元年 

（2019 年） 

12月 20 日 

・諮問第134 号の答申「商業動態統計調査の変更について」 

・諮問第136 号「医療施設調査の変更について」 

・諮問第137 号「患者調査の変更について」 

・諮問第138 号「建築着工統計調査の変更について」 

・部会の審議状況について 

・統計委員会専門委員の発令等について 

・毎月勤労統計調査について 

・各府省（統計関係）における令和元年台風第十九号等による災害等への対応

状況について 

第 145回 令和２年 

（2020 年） 

１月 24 日 

・諮問第135 号の答申「作物統計調査の変更について」 

・諮問第138 号の答申「建築着工統計調査の変更について」 

・部会の審議状況について 

・毎月勤労統計調査について 

・令和２年度統計リソースの状況について 

第 146回 令和２年 

（2020 年） 

３月 16 日 

・諮問第136号の答申「医療施設調査の変更について」 

・諮問第137号の答申「患者調査の変更について」 

・諮問第139号「公的統計の整備に関する基本的な計画の変更について」 

・部会の審議状況について 

・部会に属すべき臨時委員の指名について 

・毎月勤労統計調査について 

・「統計法第９条第４項ただし書における「統計委員会が軽微な事項と認める

もの」の取扱いについて」（統計委員会決定）の改訂案について 

第 147回 令和２年 

（2020 年） 

３月 30 日 

・諮問第140号「経済センサス-活動調査及び個人企業経済調査の変更につい

て」 

・部会の審議状況について 

・部会に属すべき委員及び臨時委員の指名について 

・その他 
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資料16 統計委員会における諮問・答申実績 

 

（令和元年度(2019年度)） 

諮問 

番号 
件 名 諮問者 諮問日 答申日 

127 賃金構造基本統計調査の変更について 総務大臣 
平成 31年 

（2019年） 

３月 18日 

平成 31年 

（2019年） 

４月 26日 

128 
経済産業省生産動態統計調査の変更に

ついて 
総務大臣 

平成 31年 

（2019年） 

３月 18日 

令和元年 

（2019年） 

５月 24日 

129 商業動態統計調査の変更について 総務大臣 
平成 31年 

（2019年） 

４月 18日 

令和元年 

（2019年） 

６月 27日 

130 港湾調査の変更について 総務大臣 
平成 31年 

（2019年） 

４月 26日 

令和元年 

（2019年） 

７月 18日 

131 国勢調査の変更について 総務大臣 
令和元年 

（2019年） 

６月 27日 

令和元年 

（2019年） 

９月 30日 

132 賃金構造基本統計調査の変更について 総務大臣 
令和元年 

（2019年） 

６月 27日 

令和元年 

（2019年） 

９月 30日 

133 自動車輸送統計調査の変更について 総務大臣 
令和元年 

（2019年） 

６月 27日 

令和元年 

（2019年） 

８月 29日 

134 商業動態統計調査の変更について 総務大臣 
令和元年 

（2019年） 

11月 27日 

令和元年 

（2019年） 

12月 20日 

135 作物統計調査の変更について 総務大臣 
令和元年 

（2019年） 

11月 27日 

令和２年 

（2020年） 

１月 24日 

136 医療施設調査の変更について 総務大臣 
令和元年 

（2019年） 

12月 20日 

令和２年 

（2020年） 

３月 16日 

137 患者調査の変更について 総務大臣 
令和元年 

（2019年） 

12月 20日 

令和２年 

（2020年） 

３月 16日 

138 建築着工統計調査の変更について 総務大臣 
令和元年 

（2019年） 

12月 20日 

令和２年 

（2020年） 

１月 24日 

139 
公的統計の整備に関する基本的な計画

の変更について 
総務大臣 

令和２年 

（2020年） 

３月 16日 

令和２年 

（2020年） 

５月１日 

140 
経済センサス-活動調査及び個人企業経

済調査の変更について 
総務大臣 

令和２年 

（2020年） 

３月 30日 

令和２年 

（2020年） 

６月 25日 

（注）本表は、令和元年度（2019年度）に統計委員会において行われた諮問又は答申の実績についてまと

めたものである。同年度以外のものは日付を括弧書きとしている。 
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資料 17 統計委員会が軽微な事項と認めるもの 
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資料18　公的統計の総合的品質管理を目指して（建議）（令和元年（2019年）６月27日）※資料編省略
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1 

統 計 委 第 ７ 号 

令和元年７月18日 

総 務 大 臣 

  石 田 真 敏 殿 

統計委員会委員長 
西 村 淸 彦 

令和２年度における統計リソースの重点的な配分に関する建議 

統計委員会は、公的統計をめぐる不適切事案を解決し、国民の統計に対する

信頼を回復するとともに、統計改革を始めとする統計行政の重要課題を推進す

るため、令和２年度における統計リソース（予算・人員）の重点的な配分に関す

る基本的な考え方等を下記のとおり取りまとめたので、建議する。 

総務大臣におかれては、各府省における概算要求の検討に資するため、本建

議の内容を各府省に速やかに通知するとともに、本建議の内容を十分に踏まえ

て、「令和２年度各府省統計調査計画等審査」を行うよう要請する。 

記 

１ 基本的な考え方 

 毎月勤労統計における不適切事案の発覚を発端として、公的統計に対する

国民の信頼は大きく損なわれた状況にある。 

 統計委員会は、このような公的統計の不備に対する第一次再発防止策とし

て、本年６月に「公的統計の総合的品質管理を目指して」を取りまとめ、政府

に対して適切な対応を取るよう求めた。この再発防止策の中では、統計作成

プロセスの適正化や誤り発生時の対応体制の整備、調査実施基盤の整備等を

行うことを掲げており、これらを実現し、公的統計の信頼を取り戻すことが

喫緊の課題である。このため、まず、「公的統計の総合的品質管理を目指して」

で指摘している事項を実現するための取組について、統計リソースを重点的

に配分すべきである。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針 2019」（令和元年６月 21 日閣議決

定）においては、「事案の再発防止にとどまらない抜本改善を行うとともに、

国民に信頼される統計行政の推進に必要なリソースを計画的に確保する」こ

資料19　令和２年度における統計リソースの重点的な配分に関する建議（令和元年（2019年）７月18日）
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ととされている。これも踏まえ、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平

成30年３月６日閣議決定。以下「公的統計基本計画」という。）に基づき、経

済統計の改善を始めとする府省横断的な統計整備の推進や統計の利活用促進

に加えて、これまでの統計の作成・報告・利用の負担の２割削減の取組も踏ま

えつつ、統計作成の効率化や報告者の負担軽減等の統計改革を、引き続き着

実に実行していくことが重要である。 

 

２ 令和２年度の重点分野 

上記１．の基本的な考え方に基づき、国民の公的統計への信頼を取り戻す

ため、以下の取組を重点的に推進することとし、特に、今年度から着手できる

事項については、令和２年度概算要求を待たずに取りかかるべきである。 

 

（１）政府統計全体のガバナンスの確立 

・ 政府全体としての統計に関するガバナンスの改善のための体制の整備

等（総務省による各府省の調査計画の履行状況の確認、政府横断的な情報

の収集・分析・共有、国の統計業務の「共同化」への取組等） 

・ 各府省統計幹事の下、ＰＤＣＡサイクルが確実に回る仕組み（調査計画

の履行状況や統計作成プロセスの各段階の連携状況等についての点検・評

価等）を担う体制の整備 

・ 個別統計の分析審査を行う体制の速やかな整備（各府省において、調査

担当から独立した分析的審査担当が、調査結果の分析的審査、調査設計等

の変更時の影響分析、外部からの疑義照会への対応、誤りが発覚した場合

の原因分析と再発防止策検討状況の管理等を実施） 

・ 統計技術的な見地から統計幹事をサポートする体制の整備（所管統計

が少なく統計に関する十分な知見を有する者を統計幹事に配置すること

が難しい場合） 

 

（２）国・地方を通じた統計作成プロセスの適正化 

・ 調査の改革（社会経済情勢を反映した調査内容の抜本的な見直し、ＩＣ

Ｔや行政記録情報、ビッグデータの活用等による調査手法や統計作成プロ

セス・システムの抜本的な見直し等）を行う企画担当や、統計リテラシー

が低い政策部局の統計作成やデータ収集・分析等への相談・支援窓口（い

わゆる統計コンシェルジュ機能など）の計画的な整備 

・ ＩＣＴを活用した業務プロセスの見直し（オンライン回答の利便性向

上・負担軽減等によるオンライン調査の推進。手作業・目視確認のデジタ
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ル化や新技術の導入によるプロセス・システムの見直し）、システムを用

いたエラーチェックの徹底 

・ ビッグデータ・行政記録情報等の活用による統計作成方法の改善や新

たな経済指標の作成のための調査研究 

・ 統計調査等の効率的実施と、統計関連情報システムの安定的な運用・着

実な整備の両立。ブラックボックス化した情報システムを見直し、職員

が効率的かつ安定して活用できるシステムの構築。容易に改修等ができ

るシステムへの計画的な移行 

・ 優れた能力を有する民間事業者の積極的かつ適切な活用 

・ エラーチェック、委託事業者等への履行確認、調査票データの保管等、

調査プロセス適正化に必要な体制の確保 

・ 国・地方における業務の効率化等につながるＡＩやＲＰＡ（自動化ロボ

ット）の導入に向けた調査研究 

・ 都道府県の統計専任職員に係る体制確保（調査環境の困難化や調査員

の高齢化等の課題への対応、統計調査事務のチェック体制及び指導体制

の強化） 

・ 優秀な統計調査員の確保・育成・運用。調査員活動の適切な管理・支援

に必要な体制の確保。調査実務に携わる調査員を効率的かつ効果的に指導

監督するためのシステムの構築（例えば、タブレット等のデバイスの導入） 

 

（３）経済統計の改善を始めとする府省横断的・共同的な統計整備 

・ ＱＥ・年次・基準年各段階におけるＧＤＰ統計の加工・推計方法の改善

（産業連関表のＳＵＴ体系への移行に向けた取組を含む。）及び基礎統計

の改善 

  ・ 建設総合統計（建設工事出来高）の精度向上（建築着工統計（補正調査）

の見直し、最新の工事進捗パターンの統計への早期反映） 

・ 月次のサービス関連統計や企業関連統計の改善・整備 

・ 財分野の生産物分類の策定のための調査研究 

  ・ シェアリングエコノミーなど多様化するサービス産業の経済活動を計

測する研究・調査 

  ・ 公的統計基本計画に基づいた障害者統計の充実 

 

（４）統計の利活用促進 

  ・ 統計データの利便性向上（機械判読可能な形式での提供、利用者が自動

取得可能な形（ＡＰＩ機能）での提供、利用者の特性に応じた提供、ｅ－
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Ｓｔａｔの利便性向上、ＧＩＳ（地理情報システム）の高度化） 

・ 調査票情報のオンサイト利用の促進、調査票情報のデータ形式の統一

化 

 

（５）人材の確保・育成等を始めとした国・地方を通じた基盤整備 

・ 統計委員会、総務省（政策統括官・統計局・統計研究研修所）及び（独）

統計センターによる、各府省の統計作成への支援（相談・支援窓口の設

置、各府省・地方への人材派遣、ＯＪＴ研修生の受け入れ、調査の共同実

施、受託調査等） 

・ 統計研修の充実・環境整備（国・地方の職員向けのオンライン研修の拡

大、総務省統計研究研修所の研修や総務省におけるＯＪＴ研修を受けや

すくするための研修定員や代替要員の確保、業務レベル等に対応した研

修構築によるスキル認定など）、統計システムの構築・運用・セキュリテ

ィ確保等に対応するＩＣＴの知見を有する人材の育成 

・ 統計の質を確保するため、民間事業者や地方公共団体等の指導・管理の

徹底、総務省統計局が実施している調査員の業務の履行状況を国が直接

確認する取組（いわゆる「コンプライアンスチェック」）の導入 

 

３ 本建議の周知、フォローアップ等 

  本建議が統計リソースの確保及び重点的な配分に着実に反映され、フォロ

ーアップを通じて政府全体の統計ガバナンスの確立が図られるよう、当委員

会は総務省に対し、以下のとおり要請する。 

 

 ・ 各府省における概算要求の検討に資するため、本建議の内容を各府省に

十分周知するとともに、要求後は、ヒアリング等を通じて統計リソースに

関する各府省の要求状況を把握するとともに、当委員会に報告すること 

 ・ 「令和２年度各府省統計調査計画等審査」において、統計リソースに関す

る本建議の内容を的確に反映するとともに、概算要求前からこのような審

査方針を各府省に丁寧に説明し、要求及び審査の円滑化を図ること 

 ・ 令和２年度政府予算案が決定された後、速やかに各府省における統計リ

ソースの確保と既存リソースの再配分・最適配置の状況を把握するととも

に、その結果を当委員会に報告すること 
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資料 20 公的統計の総合的品質管理を目指した取組について（建議）（令和元年（2019 年）９月 30日）（概要） 
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資料21 公的統計の総合的品質管理を目指した取組について（建議）（令和元年（2019年）９月30日）
      ※資料編省略
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統計の作成等 名簿作成
内閣府 4 4 0
　企業行動に関するアンケート調査 2 2 0
　消費動向調査 1 1 0
　民間企業投資・除却調査 1 1 0
総務省 73 70 3

国勢調査（※） 22 22 0
住宅・土地統計調査（※） 4 4 0
労働力調査（※） 5 5 0
小売物価統計調査（※） 3 3 0
家計調査（※） 8 8 0
個人企業経済調査（※） 2 2 0
科学技術研究調査（※） 1 1 0
全国消費実態調査（※） 4 4 0
社会生活基本調査（※） 1 1 0
就業構造基本調査（※） 3 3 0
経済センサス‐基礎調査（※） 3 3 0
経済センサス‐活動調査（※） 10 7 3
全国単身世帯収支実態調査 1 1 0
家計消費状況調査 1 1 0
情報通信業基本調査 1 1 0
サービス産業動向調査 1 1 0
死因等究明の推進に関する取組に係るアンケート調査 1 1 0
貯蓄動向調査 2 2 0

財務省 15 13 2
法人企業統計調査（※） 10 8 2
民間給与実態統計調査（※） 1 1 0
法人企業景気予測調査 4 4 0

文部科学省 103 95 8
学校基本調査（※） 78 70 8
社会教育調査（※） 8 8 0
学校教員統計調査(※) 6 6 0
子供の学習費調査 2 2 0
21世紀出生児縦断調査 1 1 0
地方教育費調査 4 4 0
児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 1 1 0
学校における教育の情報化の実態等に関する調査 1 1 0
学校給食栄養報告 1 1 0
体育・スポーツ施設現況調査 1 1 0

厚生労働省 163 159 4
人口動態調査（※） 20 19 1
毎月勤労統計調査（※） 1 1 0
医療施設調査（※） 15 12 3
患者調査（※） 7 7 0
賃金構造基本統計調査（※） 11 11 0
国民生活基礎調査（※） 12 12 0
福祉行政報告例 5 5 0
病院報告 4 4 0
医師・歯科医師・薬剤師調査 1 1 0
社会福祉施設等調査 1 1 0
介護サービス施設・事業所調査 15 15 0
介護給付費等実態調査 9 9 0
21世紀成年者縦断調査 2 2 0
21世紀出生児縦断調査 3 3 0
国民健康・栄養調査 2 2 0
就労条件総合調査 3 3 0
院内感染対策サーベイランス 6 6 0
医療扶助実態調査 1 1 0
雇用動向調査 1 1 0
健康保険・船員保険被保険者実態調査 1 1 0
中高年者縦断調査 1 1 0
労働経済動向調査 1 1 0
労働安全衛生調査 1 1 0
乳幼児栄養調査 1 1 0
乳幼児身体発育調査 1 1 0
年金制度基礎調査 1 1 0
社会保障・人口問題基本調査 37 37 0

資料22　法第32条の規定に基づく調査票情報の二次利用（実績）（令和元年度（2019年度））

区分 利用件数
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統計の作成等 名簿作成
区分 利用件数

農林水産省 66 59 7
農林業センサス（※） 18 15 3
牛乳乳製品統計調査（※） 2 2 0
作物統計調査（※） 1 1 0
海面漁業生産統計調査（※） 2 2 0
漁業センサス（※） 4 1 3
農業経営統計調査（※） 21 21 0
木材統計調査（※） 1 1 0
農業物価統計調査 2 2 0
漁業経営統計調査 3 3 0
農業構造動態調査 1 1 0
集落営農実態調査 2 2 0
野生鳥獣資源利用実態調査 3 2 1
６次産業化総合調査 5 5 0
新規就農者調査 1 1 0

経済産業省 104 95 9
工業統計調査（※） 7 7 0
経済産業省生産動態統計調査（※） 17 16 1
商業統計調査（※） 1 1 0
石油製品需給動態統計調査（※） 1 1 0
商業動態統計調査（※） 9 9 0
経済産業省特定業種石油等消費統計調査（※） 4 3 1
経済産業省企業活動基本調査（※） 20 16 4
経済センサス-活動調査（※） 10 8 2
海外現地四半期調査 2 2 0
海外事業活動基本調査 14 13 1
情報通信業基本調査 1 1 0
外資系企業動向調査 2 2 0
工場立地統計調査 1 1 0
エネルギー消費統計調査 1 1 0
石油輸入調査 2 2 0
石油設備調査 1 1 0
知的財産活動調査 6 6 0
中小企業実態基本調査 5 5 0

国土交通省 141 137 4
造船造機統計調査（※） 7 7 0
建築着工統計調査（※） 8 8 0
建設工事統計調査（※） 5 2 3
自動車輸送統計調査（※） 1 1 0
内航船舶輸送統計調査（※） 2 2 0
幹線旅客流動実態調査 1 1 0
全国都市交通特性調査 3 3 0
大都市交通センサス 1 1 0
中京都市圏物資流動調査 3 3 0
鉄道輸送統計調査 1 1 0
全国貨物純流動調査 14 13 1
航空旅客動態調査 3 3 0
航空貨物動態調査 1 1 0
全国輸出入コンテナ貨物流動調査 39 39 0
ユニットロード貨物流動調査 16 16 0
バルク貨物流動調査 3 3 0
パーソントリップ調査 9 9 0
住生活総合調査 1 1 0
国際航空旅客動態調査 5 5 0
国際航空貨物動態調査 3 3 0
宿泊旅行統計調査 5 5 0
訪日外国人消費動向調査 10 10 0

環境省 4 4 0
　家庭部門のCO2排出実態統計調査 2 2 0
　環境にやさしい企業行動調査 1 1 0

水質汚濁物質排出量総合調査 1 1 0
（国の行政機関）小　計 673 636 37

日本銀行 1 1 0
企業物価指数 1 1 0

合　計 674 637 37

注１）令和元年度に利用を開始したものの件数であり、平成30年度以前から継続して利用しているものは含まない。

注２）調査名の末尾に「（※）」を付した統計調査は、基幹統計調査であることを示す。

また、統廃合された統計調査を含んだ件数となっている。

注３）１件の申請で複数の利用目的に該当するものについては、利用目的ごとに件数を計上している。
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統計の
作成等

名簿作成 公的機関
（規則第11
条第１項
第１号）

調査研究
（規則第11
条第１項
第２号）

特別な事由

（規則第11
条第１項
第３号）

内閣府 5 5 0 2 0 2 0
企業行動に関するアンケート調査 4 4 0 0 0 0 0
消費動向調査 0 0 0 1 0 1 0
法人企業景気予測調査 1 1 0 0 0 0 0
組織マネジメントに関する調査 0 0 0 1 0 1 0

総務省 227 193 34 85 11 74 0
国勢調査（※） 22 22 0 15 2 13 0
住宅・土地統計調査（※） 23 23 0 7 2 5 0
労働力調査（※） 10 10 0 6 0 6 0
小売物価統計調査（※） 30 30 0 0 0 0 0
家計調査（※） 8 8 0 8 2 6 0
個人企業経済調査（※） 1 1 0 0 0 0 0
科学技術研究調査（※） 8 7 1 0 0 0 0
就業構造基本調査（※） 15 15 0 9 0 9 0
全国消費実態調査（※） 11 11 0 12 2 10 0
社会生活基本調査（※） 6 6 0 11 1 10 0
経済センサス‐基礎調査（※） 17 17 0 7 0 7 0
経済センサス‐活動調査（※） 72 39 33 7 0 7 0
サービス産業動向調査 2 2 0 0 0 0 0
家計消費状況調査 1 1 0 0 0 0 0
全国単身世帯収支実態調査 0 0 0 1 1 0 0
貯蓄動向調査 1 1 0 2 1 1 0

財務省 11 10 1 1 0 1 0
法人企業統計調査（※） 9 8 1 1 0 1 0
法人企業景気予測調査 1 1 0 0 0 0 0
法人企業統計調査　附帯調査
（四半期別GDP速報（１次速報）のための一部項目
早期調査）

1 1 0 0 0 0 0

文部科学省 195 194 1 19 4 15 0
学校基本調査（※） 164 164 0 4 1 3 0
学校教員統計調査（※） 3 3 0 2 1 1 0
学校保健統計調査（※） 4 3 1 3 0 3 0
社会教育調査（※） 1 1 0 0 0 0 0
学校給食栄養報告 1 1 0 0 0 0 0
学校における教育の情報化の実態等に関する調
査

1 1 0 0 0 0 0

児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸
課題に関する調査

16 16 0 4 0 4 0

地方教育費調査 1 1 0 0 0 0 0
大学等におけるフルタイム換算データに関する調
査

0 0 0 2 2 0 0

体力・運動能力調査 3 3 0 2 0 2 0
21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児） 1 1 0 2 0 2 0

厚生労働省 824 823 1 53 2 51 0
人口動態調査（※） 632 632 0 6 1 5 0
毎月勤労統計調査（※） 0 0 0 1 0 1 0
薬事工業生産動態統計調査（※） 40 40 0 1 1 0 0
医療施設調査（※） 46 46 0 3 0 3 0
患者調査（※） 0 0 0 1 0 1 0
賃金構造基本統計調査（※） 35 35 0 7 0 7 0
国民生活基礎調査（※） 0 0 0 8 0 8 0
国民健康・栄養調査 15 15 0 6 0 6 0
病院報告 46 46 0 1 0 1 0
医師・歯科医師・薬剤師調査 0 0 0 2 0 2 0
介護サービス施設・事業所調査 0 0 0 1 0 1 0
中高年者縦断調査 0 0 0 1 0 1 0
就労条件総合調査 0 0 0 1 0 1 0
労使関係総合調査 5 4 1 1 0 1 0
雇用動向調査 2 2 0 3 0 3 0
被保護者調査 0 0 0 2 0 2 0
院内感染対策サーベイランス 1 1 0 1 0 1 0
医療扶助実態調査 0 0 0 1 0 1 0
障害者雇用実態調査 2 2 0 0 0 0 0
社会保障・人口問題基本調査 0 0 0 5 0 5 0
歯科疾患実態調査 0 0 0 1 0 1 0

資料23　法第33条の規定に基づく調査票情報の提供（実績）（令和元年度（2019年度））

区分
第33条第１項

第１号
第33条第１項

第２号
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統計の
作成等

名簿作成 公的機関
（規則第11
条第１項
第１号）

調査研究
（規則第11
条第１項
第２号）

特別な事由

（規則第11
条第１項
第３号）

区分
第33条第１項

第１号
第33条第１項

第２号

農林水産省 38 37 1 9 0 9 0

農林業センサス（※） 7 7 0 3 0 3 0
牛乳乳製品統計調査（※） 9 9 0 1 0 1 0
海面漁業生産統計調査（※） 1 1 0 0 0 0 0
農業経営統計調査（※） 2 1 1 3 0 3 0
木材統計調査（※） 11 11 0 0 0 0 0
集落営農実態調査 4 4 0 0 0 0 0
青果物卸売市場調査 1 1 0 0 0 0 0
６次産業化総合調査 0 0 0 2 0 2 0
森林組合一斉調査 2 2 0 0 0 0 0
木質バイオマスエネルギー利用動向調査 1 1 0 0 0 0 0

経済産業省 439 425 14 23 0 23 0
工業統計調査（※） 201 194 7 5 0 5 0
経済産業省生産動態統計調査（※） 85 84 1 0 0 0 0
商業統計調査（※） 13 13 0 1 0 1 0
商業動態統計調査（※） 14 14 0 0 0 0 0
特定サービス産業実態調査（※） 1 1 0 0 0 0 0
経済産業省企業活動基本調査（※） 23 22 1 6 0 6 0
経済センサス‐活動調査（※） 57 53 4 6 0 6 0
製造工業生産予測調査 1 1 0 0 0 0 0
特定サービス産業動態統計調査 4 3 1 0 0 0 0
海外事業活動基本調査 13 13 0 4 0 4 0
産業連関構造調査（鉱工業投入調査） 2 2 0 0 0 0 0
情報処理実態調査 0 0 0 1 0 1 0
情報通信業基本調査 2 2 0 0 0 0 0
工場立地動向調査 20 20 0 0 0 0 0

鉄鋼生産内訳月報（普通鋼鋼材生産内訳、特殊鋼
鋼材生産・消費・在庫内訳、鋼管生産内訳、設備）

2 2 0 0 0 0 0

エネルギー消費統計調査 1 1 0 0 0 0 0
国土交通省 258 258 0 20 4 3 13

建築着工統計調査（※） 25 25 0 0 0 0 0
造船造機統計調査（※） 10 10 0 0 0 0 0
鉄道車両等生産動態統計調査（※） 5 5 0 0 0 0 0
建設工事統計調査（※） 1 1 0 0 0 0 0
法人土地・建物基本調査（※） 2 2 0 0 0 0 0
大都市交通センサス 5 5 0 5 4 0 1
中京都市圏物資流動調査 1 1 0 0 0 0 0
東京都市圏物資流動調査 1 1 0 0 0 0 0
ユニットロード貨物流動調査 14 14 0 0 0 0 0
全国輸出入コンテナ貨物流動調査 43 43 0 2 0 0 2
マンション総合調査 3 3 0 0 0 0 0
バルク貨物流動調査 3 3 0 0 0 0 0
全国貨物純流動調査 16 16 0 1 0 0 1
全国都市交通特性調査 3 3 0 1 0 1 0
パーソントリップ調査 37 37 0 4 0 2 2
住生活総合調査 13 13 0 0 0 0 0
航空輸送統計調査 1 1 0 0 0 0 0
幹線鉄道旅客流動実態調査 2 2 0 0 0 0 0
航空旅客動態調査 7 7 0 5 0 0 5
航空貨物動態調査 3 3 0 0 0 0 0
国際航空旅客動態調査 10 10 0 2 0 0 2
国際航空貨物動態調査 3 3 0 0 0 0 0
宿泊旅行統計調査 41 41 0 0 0 0 0
訪日外国人消費動向調査 9 9 0 0 0 0 0

環境省 2 2 0 7 1 2 4
家庭部門のCO2排出実態統計調査 1 1 0 3 0 1 2

家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態
調査 全国試験調査

1 1 0 3 1 0 2

食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進に
係る実態調査

0 0 0 1 0 1 0

合　計 1,999 1,947 52 219 22 180 17
（参考）　内訳（提供先）

国 174 170 4 0 0 0 0
地方公共団体 1,683 1,642 41 0 0 0 0
大学 35 35 0 177 12 158 7
独立行政法人等その他 107 100 7 42 10 22 10

注１）令和元度中に利用を開始したものの件数であり、平成30年度以前から継続して利用しているものは含まない。

注２）区分欄の統計調査名の末尾に「（※）」を付した統計調査は、基幹統計調査であることを示す。

また、統廃合された統計調査を含んだ件数となっている。

注３）提供先の属性（国、地方公共団体、大学、独立行政法人等その他の別）について、国立大学法人は、「大学」に含まれる。

また、機関に所属する者が個人として統計法第33条第２号の規定に基づき調査票情報の提供を受ける場合も、所属する機関の分類に含めている。

注４）１件の申出で複数の利用目的に該当するものについては、利用目的ごとに件数を計上している。
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(1) 大学等・公
益法人が行う
調査研究

(2) 教員等が行
う調査研究

(3) 大学等・公
益法人が公募
により補助する
調査研究

(4) 特別な事由

総務省 4 0 3 1 0 0
就業構造基本調査（※） 2 0 1 1 0 0
全国消費実態調査（※） 1 0 1 0 0 0
社会生活基本調査（※） 1 0 1 0 0 0

厚生労働省 1 0 1 0 0 0
賃金構造基本統計調査（※） 1 0 1 0 0 0

環境省 2 0 0 0 2 4
家庭部門のCO2排出実態統計調査 1 0 0 0 1 2
家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態
調査　試験調査

1 0 0 0 1 0

家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態
調査 全国試験調査

0 0 0 0 0 2

合　計 7 0 4 1 2 4
（参考）　内訳（提供先）

大学等 7 0 4 1 2 4
公益法人 0 0 0 0 0 0

資料24　法第33条の２の規定に基づく調査票情報の提供（実績）（令和元年度（2019年度））

区分

学術研究の発展
に資すると認め
られる場合
（規則第19条第１
項第１号）

高等教育の発展
に資すると認め
られる場合
（規則第19条第１
項第２号）

注１）令和元年（2019年）５月以降の実績である。

注２）区分欄の統計調査名の末尾に「（※）」を付した統計調査は、基幹統計調査であることを示す。

注３）機関に所属する者が個人として統計法第33条の２第１項の規定に基づき調査票情報の提供を受ける場合は、所属する機関の分類に含めている。
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資料 25 「調査票情報の二次利用及び提供」の活用事例 

（令和元年度（2019 年度）） 

 

 

 令和元年度における調査票情報の二次利用の件数は、119 調査に係る 674 件となっている。 

国の行政機関が、公的機関等へ調査票情報を提供した件数（法第 33 条第１項第１号に該当す

るもの）は、90 調査に係る 1,999 件（提供先別の内訳は、国：174 件、地方公共団体：1,683 件、

大学：35 件、独立行政法人等その他：107 件）となっており、公的機関等が行う統計の作成等と

同等の公益性を有する統計の作成等として総務省令で定めるものを行う者への提供件数（法第 33

条第１項第２号に該当するもの）は、61 調査に係る 219 件（提供先別の内訳は、大学：177 件、

独立行政法人等その他：42 件）となっている。 

具体的な利用目的等の例は、表１のとおり、各種政策の立案等に係る基礎資料として活用され

ており、①白書や年次報告書等の作成のために用いる場合、②審議会等で利用する資料作成のた

めに用いる場合、③国政・地方行政の各種基本計画等の作成に用いる場合、④統計調査等のため

に用いる場合（統計調査の名簿作成及びプレプリント、調査手法や推計方法等の検討、加工統計

（国民経済計算、県民経済計算等）の作成等）などに分類できる。 

 

 

（備考）１ 提供先別の内訳について、機関に所属する者が法第 33 条第１項第２号の規定に基づき調査票

情報の提供を受ける場合も、所属する機関の分類に含めて整理している。 

    ２ 法改正後の調査票情報の利用実績については、ミクロデータ利用ポータルサイト（miripo）を

参照。 

     （https://www.e-stat.go.jp/microdata/jisseki） 

３ 法改正前のオーダーメード集計及び匿名データを利用した研究事例については、（独）統計セン

ターＨＰを参照。 

 （http://www.nstac.go.jp/services/jisseki.html） 

４ 指定地方公共団体（令和２年３月末現在で、47 都道府県及び 20 指定都市）が実施した統計調

査に係る調査票情報については、当該地方公共団体の条例の規定に基づき二次利用等が行われて

いる。なお、オーダーメード集計及び匿名データに関する規定を定めている地方公共団体も少数

みられるが、これまでのところ利用実績は無い。 
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表１ 「調査票情報の二次利用及び提供」の具体例（令和元年度） 

（所管府省） 
統計調査名 

提供先 
（注１） 

調査票情報の利用目的 

類型 
（注２） 

概要 

（内閣府）    

消費動向調査 － 統計調査 

消費動向調査におけるオンライン調査導入後の検証等を
行うため、①回収状況と世帯属性等の特徴、②回答結果と世
帯属性等との関係性、③脱落状況（調査対象世帯が調査期間
（15 か月）内に調査非協力となる度合い）と世帯属性等の
関係性、④不完全回答（＝疑義照会件数）率の分析、⑤回答
方法による回答傾向の変化の有無について分析するために
利用 

（総務省）    

国勢調査 － 統計調査 各種統計調査の調査区域となる調査区の境界確認に利用 

就業構造基本調査 独立行政法人 その他 

統計データ利活用推進・支援の一環として、人口減少対
策、県民所得の解決に向けた要因分析について研究分析す
るために利用 

全国消費実態調査 厚生労働省 その他 
 介護保険制度の改正に向けて、関係審議会等において検
討するための基礎資料の作成に利用 

小売物価統計調査 地方公共団体 統計調査 地方公共団体における消費者物価指数等の作成に利用 

住宅・土地統計調査 地方公共団体 その他 
地方公共団体における空き家対策の検討に資するための

基礎資料の作成に利用 

経済センサス－基
礎調査 

地方公共団体 その他 
市内の経済活動状況を把握し、地域分析等に資する資料

の作成に利用 

経済センサス－活
動調査 

地方公共団体 統計調査 各種統計調査の調査対象名簿の作成に利用 

（財務省）    

法人企業統計調査 
総務省又は 

経済産業省 
統計調査 

本調査によって得られた結果を「情報通信業基本調査」の
調査事項の一部に代替 

（文部科学省）    

学校基本調査 地方公共団体 その他 
地方交付税法（昭和 25 年法律第 211 号）に基づく基準財

政需要額の算定基礎を算出するための統計の作成に利用 

児童生徒の問題行
動・不登校等生徒指
導上の諸課題に関
する調査 

地方公共団体 その他 

児童・生徒の問題行動等について、地方公共団体内の全公
立学校の状況を分析・実態把握を行い、児童・生徒の問題行
動等の未然防止、早期発見・早期対応に係る施策の企画・立
案・実施・評価を行うために利用 

（厚生労働省）    

賃金構造基本統計
調査 

地方公共団体 その他 

地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）に規定する趣旨
に基づき、県職員の給与制度を検討する基礎資料として、県
内の民間賃金の実態把握に利用 

国民生活基礎調査 － その他 
後期高齢者の窓口負担のあり方について検討するために

利用 

薬事工業生産動態
統計調査 

地方公共団体 統計調査 地方公共団体における鉱工業指数の作成に利用 

介護サービス施設・
事業所調査 

－ 
審議会等 

その他 

「介護離職ゼロ」に向けた介護サービス基盤整備の進捗
状況を確認するために利用 

人口動態調査 － その他 

インフルエンザの流行に関する総合的な情報を迅速に把
握し、国民の健康福祉に必要な統計を作成し、今後のインフ
ルエンザ対策に役立てるため。 

国民健康・栄養調査 独立行政法人 統計調査 
「ダイオキシン類や重金属等食品中の汚染物質に関する

安全性確保のための事業」の一環として利用 
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（所管府省） 
統計調査名 

提供先 
（注１） 

調査票情報の利用目的 

類型 
（注２） 

概要 

（農林水産省）    

農林業センサス － 基本計画 
次期基本計画策定作業に関連して過去の統計データに基

づく今後の稲作農家の動向に係る分析に利用 

木材統計調査 地方公共団体 統計調査 地方公共団体における鉱工業指数の作成に利用 

農業経営統計調査 － 基本計画 
食料・農業・農村基本計画の改定に伴い示す「農業経営

モデル」の策定に当たっての基礎資料の作成に利用 

（経済産業省）    

経済産業省生産動
態統計調査 

地方公共団体 統計調査  地方公共団体における産業連関表の作成に利用 

経済産業省企業活
動基本調査 

独立行政法人 その他 
企業活動のグローバル化と国内生産ネットワークの関係

とその時間的推移の分析に利用 

工業統計調査 内閣府 統計調査 

「国民経済計算」の年次推計の一環として、①財貨・サ
ービスの供給と需要表、②経済活動別の国内総生産・要素
所得表、③経済活動別財貨・サービス産出表の作成に利用 

経済センサス－活
動調査 

地方公共団体 その他 
中心市街地活性化基本計画の事業の進捗や効果検証を行

うに当たっての基礎資料の作成に利用 

工場立地動向調査 国土交通省 その他 
地方整備局管内における道路整備効果を把握するために

利用 

（国土交通省）    

建築着工統計調査 － 基本計画 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律
（平成 18 年法律第 91 号）の法改正等を検討するための基
礎資料の作成に利用 

パーソントリップ
調査 

地方公共団体 基本計画 

高齢者や子育て世代等のモビリティを継続して確保して
いくための方策について検討するに当たり、公共交通の整
備優先度の高い地域や需要を把握するために利用 

宿泊旅行統計調査 地方公共団体 その他 

県内の宿泊施設の宿泊状況を把握し、受入環境整備や県
内各地の観光資源開発・魅力向上のための今後の取り組み
の参考となる基礎資料の作成に利用 

全国輸出入コンテ
ナ貨物流動調査 

－ その他 

地方整備局管内の港を利用する輸出入コンテナ貨物の流
動実態を把握し、港湾整備事業における費用対効果分析を
行うための基礎資料の作成に利用 

訪日外国人消費動
向調査 

独立行政法人 その他 
地域別インバウンドの現状分析に係る基礎資料の作成に

利用 

（環境省）    

家庭部門の CO2 排
出実態統計調査 

－ その他 

家庭からの温室効果ガス排出量に影響を及ぼす構造的な
要因を把握し、今後の温暖化対策立案に資する基礎資料の
作成に利用 

（注）１ 「提供先」が統計調査の所管府省と同一の場合（調査票情報の二次利用の場合）は、「－」としている。 

２ 主として用いられている「類型」は以下のとおり 

・白書：白書や年次報告書等の作成のために用いる場合 

・審議会:審議会等で利用する資料作成のために用いる場合 

・基本計画：国政・地方行政の各種基本計画等の作成に用いる場合 

・統計調査：統計調査等のために用いる場合（統計調査の名簿作成及びプレプリント、調査手法や推計方法

等の検討、加工統計（国民経済計算、県民経済計算等）の作成等） 

・その他：上記以外 

（複数に該当する場合もあるが、本表では主なもののみを記載） 
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また、法改正により、新たに規定が設けられた法第 33 条の２第１項に基づき調査票情報を提

供した件数は、７調査に係る 11 件（提供先別の内訳は、大学：11 件）となっている。 

 具体的な利用目的等の例は、表２のとおりである。 

 
表２ 「法第 33 条の２に基づく調査票情報の提供」の具体例（令和元年度） 

（注） 機関に所属する者が個人として統計法第 33 条の２第１項の規定に基づき調査票情報の提供を受ける場合は、

所属する機関の分類に含めている。 

 

 

（所管府省） 
統計調査名 

提供先 調査票情報の利用目的 

（総務省）   

就業構造基本調査 大学 

高齢化による労働移動の低下が、産業構造の円滑な調整、地域経済社
会の機能維持にとってどの程度深刻か、発展途上国の急成長のような
海外からのショックに対し、高齢化した社会は対応できるのかなど、国
際的に重要な課題の議論に資する基盤的な情報を得るため、個人の属
性、とりわけ年齢に応じた人の地域・産業間の移動について分析 

社会生活基本調査 大学 

夫婦間の時間配分に関する経済理論予測に基づき、夫婦の属性等が
家庭内生産時間の配分にもたらす効果を実証的に検証するとともに、
日本における夫婦間の家事・育児負担の平等化を考察するための基礎
資料の作成に利用 

全国消費実態調査 大学 

世帯支出におけるクレジットカード等決済比率を時系列でまとめ、
今後のキャッシュレス化の進度の予測に寄与する統計データの作成に
利用 

（厚生労働省）   

賃金構造基本統計
調査 

大学 

最低賃金引き上げの影響を受ける労働者割合の業種間・地域間の変
動を利用し、近年の最低賃金の引き上げが、労働市場及び企業経営に与
える影響について検証し、今後の最低賃金政策のあり方を考察するた
めの基礎資料の作成に利用 

（環境省）   

家庭部門の CO2 排
出実態統計調査 

大学 

住宅のエネルギー需要を推計するモデルを使用し、住宅におけるエ
ネルギー消費量、二酸化炭素排出量の実態を表すデータ、住宅、世帯
構成、家電製品所有状況、設備種別など、エネルギー消費量、二酸化
炭素排出量の決定要因に関するデータを用いた分析に利用 

家庭からの二酸化
炭素排出量の推計
に 係 る 実 態 調 査 
試験調査 

大学 

低炭素社会の実現に向けた地域における自然的社会的条件に応じた
温室効果ガスの排出抑制施策の方向性を見出すため、「家庭における
エネルギー消費量の動向分析」を実施 
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（１）オーダーメード集計の利用可能な統計調査

統計調査名 提供対象 統計調査数
年次単位の

提供数
統計

調査数
年次単位
提供数

統計
調査数

年次単位
提供数

統計
調査数

年次単位
提供数

統計
調査数

年次単位
提供数

統計
調査数

年次単位
提供数

統計
調査数

年次単位
提供数

統計
調査数

年次単位
提供数

統計
調査数

年次単位
提供数

統計調査数
年次単位の

提供数
統計調査数

年次単位の
提供数

1 5 3 12 3 16 3 19 3 22 3 29 3 32 3 35 3 38 3 41 3 44
法人企業景気予測調査
（財務省と共管）

平成16年４－６月期
  ～令和２年１－３月期 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 1 11 1 12 1 13 1 14 1 15 1 16

企業行動に関するアンケート調査 平成18年度～平成30年度 0 0 1 3 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 1 10 1 11 1 12 1 13

消費動向調査 平成16年度～平成30年度 0 0 1 3 1 4 1 5 1 6 1 10 1 11 1 12 1 13 1 14 1 15

1 4 8 36 8 52 8 74 8 94 8 110 8 115 8 119 9 125 9 130 10 134

国勢調査
昭和55年、60年、平成２年、７
年、12年、17年、22年、27年 1 4 1 4 1 4 1 4 1 6 1 7 1 7 1 7 1 8 1 8 1 8

住宅・土地統計調査
昭和53年、58年、63年、平成５
年、10年、15年、20年、25年 0 0 1 2 1 4 1 4 1 5 1 7 1 8 1 8 1 8 1 8 1 8

労働力調査
昭和55年１月～平成30年12月
（月次調査） 0 0 1 20 1 22 1 23 1 33 1 34 1 35 1 36 1 37 1 38 1 39

家計調査
昭和56年１月～平成30年12月
（月次調査） 0 0 1 4 1 4 1 23 1 24 1 33 1 34 1 35 1 36 1 37 1 38

就業構造基本調査
昭和54年、57年、62年、平成４
年、９年、14年、19年、24年、29
年

0 0 1 2 1 4 1 4 1 6 1 8 1 8 1 8 1 8 1 9 1 9

全国消費実態調査
平成６年、11年、16年、21年、26
年 0 0 1 1 1 1 1 2 1 2 1 2 1 3 1 4 1 4 1 5 1 5

社会生活基本調査
昭和56年、61年、平成３年、８
年、13年、18年、23年、28年 0 0 1 1 1 4 1 4 1 7 1 7 1 7 1 7 1 8 1 8 1 8

家計消費状況調査
平成14年１月～平成30年12月
（月次調査） 0 0 1 2 1 9 1 10 1 11 1 12 1 13 1 14 1 15 1 16 1 17

経済センサス‐基礎調査 平成26年 1 1 1 1 1 1

経済センサス‐活動調査 平成28年 1 1

1 5 2 33 2 35 2 37 2 39 2 42 2 44 2 46 2 48 2 50 2 52

年次別法人企業統計調査 昭和58年度～平成30年度 0 0 1 27 1 28 1 29 1 30 1 31 1 32 1 33 1 34 1 35 1 36

法人企業景気予測調査
（内閣府と共管）

平成16年４－６月期
  ～令和２年１－３月期 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 1 11 1 12 1 13 1 14 1 15 1 16

1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7

学校基本調査 平成20年度～26年度 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7

0 0 3 4 5 9 5 14 5 17 5 22 5 25 5 29 5 34 5 37 5 40

人口動態調査（出生票、死亡票） 平成19年～29年 0 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 8 1 9 1 10 1 11

毎月勤労統計調査（特別調査） 平成21年～30年 0 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 1 10

医療施設（静態）調査 平成20年、23年、26年 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 2 1 2 1 2 1 3 1 3 1 3

患者調査 平成20年、23年、26年 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 2 1 2 1 2 1 3 1 3 1 3

賃金構造基本統計調査 平成18年～30年 1 1 1 2 1 3 1 6 1 7 1 8 1 9 1 10 1 11 1 12 1 13

2 3 3 5 3 6 4 7 5 15 5 19 5 23 5 27 5 30 5 32 5 35

農林業センサス 平成17年、22年、27年 1 1 1 1 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 3 1 3 1 3 1 3

海面漁業生産統計調査 平成19～29年 0 0 1 2 1 2 1 2 1 5 1 7 1 8 1 9 1 10 1 10 1 11

漁業センサス 平成15年、20年、25年 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3

木材統計調査（製材月別統計調査） 平成23～30年 0 0 0 0 0 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8

農業経営統計調査 平成20～29年 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 1 10

0 0 0 0 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 1 10 1 11

経済産業省企業活動基本調査
平成20年度調査～30年度調査
（19年度実績～29年度実績） 0 0 0 0 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 1 10 1 11

0 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 1 10

建築着工統計調査
平成21年４月～平成31年３月
（月次調査） 0 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 1 10

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 2 2
家庭からの二酸化炭素排出量の推
計に係る実態調査 全国試験調査

平成26年10月～平成27年９月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1
家庭部門のCO２排出実態統計調査
（家庭CO2統計）

平成29年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

5 13 20 87 23 119 24 154 25 192 25 228 25 247 25 265 27 286 27 302 29 319

1 5 1 6 1 7 1 8 1 10 1 11 1 12 1 13 1 14 1 15 1 16

短観（全国企業短期経済観測調査）
平成16年３月調査から令和元年
９月調査までの各調査回 1 5 1 6 1 7 1 8 1 10 1 11 1 12 1 13 1 14 1 15 1 16

6 18 21 93 24 126 25 162 26 202 26 239 26 259 26 278 28 300 28 317 30 335

（２） 匿名データの利用可能な統計調査

統計調査名 提供対象 統計調査数
年次単位の

提供数
統計

調査数
年次単位
提供数

統計
調査数

年次単位提
供数

統計
調査数

年次単位
提供数

統計
調査数

年次単位
提供数

統計
調査数

年次単位
提供数

統計
調査数

年次単位
提供数

統計
調査数

年次単位
提供数

統計
調査数

年次単位
提供数

統計調査数
年次単位の

提供数
統計調査数

年次単位の
提供数

2 7 4 13 5 33 5 34 6 37 6 38 6 39 6 40 6 41 6 43 6 45

国勢調査 平成12年、17年、22年、27年 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 4

住宅・土地統計調査
平成５年、10年、15年、20年、25
年 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3 1 5 1 5

労働力調査
平成元年１月～平成24年12月
（月次調査） 0 0 0 0 1 19 1 20 1 21 1 22 1 23 1 24 1 24 1 24 1 24

就業構造基本調査 平成４年、９年、14年、19年 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3 1 4 1 4 1 4

全国消費実態調査 平成元年、６年、11年、16年 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4

社会生活基本調査 平成３年、８年、13年、18年 1 3 1 3 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4

0 0 0 0 1 1 1 2 1 3 1 3 1 4 1 5 1 5 1 7 1 7

国民生活基礎調査
平成７年、10年、13年、16年、19
年、22年、25年 0 0 0 0 1 1 1 2 1 3 1 3 1 4 1 5 1 5 1 7 1 7

2 7 4 13 6 34 6 36 7 40 7 41 7 43 7 45 7 46 7 50 7 52

資料26　オーダーメード集計及び匿名データの利用可能な統計調査【各府省、日本銀行の報告事項】

府省等名
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

内閣府

財務省

文部科学省

農林水産省

経済産業省

（国の行政機関）小計

環境省

総務省

厚生労働省

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
府省名

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

令和元年度

令和元年度

総務省

合計

平成30年度

平成30年度

日本銀行

合計
注）共管調査（複数の府省が共同で行う調査）については、共管の府省にそれぞれ計上しているため、各府省ごとの件数と合計は一致しない。

平成25年度

国土交通省

厚生労働省

平成29年度

97



（１）オーダーメード集計の提供実績

統計調査名 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 累　計

0 1 0 1 1 0 1 1 0 0 1 6

法人企業景気予測調査（財務省と共管） 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

企業行動に関するアンケート調査 - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

消費動向調査 - 0 0 1 1 0 1 1 0 0 1 5

4 9 9 16 9 22 20 12 17 18 25 161

国勢調査 4 8 2 8 5 9 7 7 4 9 13 76

住宅・土地統計調査 - 0 4 3 2 3 3 1 3 2 2 23

労働力調査 - 1 0 3 0 0 0 2 2 0 1 9

家計調査 - 0 1 1 0 1 5 1 3 1 3 16

就業構造基本調査 - 0 0 1 2 6 3 1 6 3 7 29

全国消費実態調査 - 0 1 1 0 0 1 0 1 1 0 5

社会生活基本調査 - 0 1 0 0 3 1 1 0 2 0 8

家計消費状況調査 - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経済センサス‐基礎調査 - - - - - - - - 0 0 0 0

0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

年次別法人企業統計調査 - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

法人企業景気予測調査（内閣府と共管） 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

学校基本調査 - 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

0 0 1 3 3 4 1 1 5 4 2 24

人口動態調査 - 0 1 1 0 1 1 1 2 2 2 11

毎月勤労統計調査（特別調査） - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

医療施設（静態）調査 - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

患者調査 - - 0 1 1 1 0 0 1 1 0 5

賃金構造基本統計調査 0 0 0 1 2 2 0 0 2 1 0 8

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

農林業センサス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

海面漁業生産統計調査 - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

漁業センサス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

木材統計調査（製材月別統計調査） - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0

農業経営統計調査 - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経済産業省企業活動基本調査 - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 1 0 0 0 2 0 3 3 1 5 15

建築着工統計調査 - 1 0 0 0 2 0 3 3 1 5 15

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

家庭からの二酸化炭素排出量の推計
に係る実態調査 全国試験調査

- - - - - - - - 0 0 1 1

4 12 10 19 13 28 22 17 25 22 34 206

0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 2

短観（全国企業短期経済観測調査） 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 2

4 12 10 19 13 29 22 17 25 22 35 208

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 累　計

合　計 4 12 10 21 13 29 22 18 27 23 36 215

国土交通省

資料27　オーダーメード集計及び匿名データの提供（実績）

府省名
提供件数

内閣府

総務省

財務省

文部科学省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

区分
提供件数　（統計調査ごとに計上した場合）

環境省

（国の行政機関）小　計

日本銀行

合　計

（参考）統計調査ごとに計上した場合の提供件数の合計

利用目的は、平成25年度の就業構造基本調査（１件）、28年度の消費動向調査（１件）及び29年度の就業構造基本調査（２件）に係る利用が高等教育目的であり、令和元年度の住宅・土地統計調査（１件）、

就業構造基本調査（１件）及び建築着工統計調査（２件）に係る利用が官民データ統計利活用事業目的である。その他の利用は全て学術研究目的である。

平成22年度については、共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の提供実績が１件（法人企業景気予測調査（内閣府及び財務省））あり、共管の府省にそれぞれ計上しているため、各府省の小計欄の合

計と合計欄の数字は一致しない。

平成24年度、28年度、29年度及び令和元年度については、１件の提供で複数の統計調査に係るオーダーメード集計の提供を行ったものがあるため、①総務省の各統計調査の提供件数の合計と小計欄の

数字、②各府省の小計欄の合計と合計欄の数字はそれぞれ一致しない。

注１）

注２）

注３）
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（２）匿名データの提供実績

統計調査名 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 累　計

38 31 27 33 33 30 31 39 38 17 320

学術研究目的 36 28 24 30 32 26 28 37 36 16 295

教育目的（高等教育目的） 2 3 3 3 1 4 3 2 2 1 25

（参考）統計調査ごとに計上
した場合の小計 42 36 30 39 41 38 37 50 52 19 388

学術研究目的 40 31 26 33 40 33 34 44 50 18 350

教育目的（高等教育目的） 2 5 4 6 1 5 3 6 2 1 38

国勢調査 - - - 1 4 1 2 2 6 2 18

学術研究目的 - - - 1 4 1 2 2 6 2 18

教育目的（高等教育目的） - - - 0 0 0 0 0 0 0 0

住宅・土地統計調査 6 1 1 3 2 2 1 2 4 3 25

学術研究目的 6 0 1 3 2 1 1 1 4 3 22

教育目的（高等教育目的） 0 1 0 0 0 1 0 1 0 0 3

労働力調査 - 0 0 2 2 5 3 2 2 1 17

学術研究目的 - 0 0 1 2 5 2 1 2 1 14

教育目的（高等教育目的） - 0 0 1 0 0 1 1 0 0 3

就業構造基本調査 10 7 5 15 6 10 6 15 16 5 102

学術研究目的 8 6 3 12 5 8 6 13 15 5 86

教育目的（高等教育目的） 2 1 2 3 1 2 0 2 1 0 16

全国消費実態調査 17 12 13 8 14 9 14 12 13 5 123

学術研究目的 17 10 11 7 14 8 14 11 13 4 114

教育目的（高等教育目的） 0 2 2 1 0 1 0 1 0 1 9

社会生活基本調査 9 16 11 10 13 11 11 17 11 3 122

学術研究目的 9 15 11 9 13 10 9 16 10 3 114

教育目的（高等教育目的） 0 1 0 1 0 1 2 1 1 0 8

- 2 5 8 3 9 8 6 11 9 61

学術研究目的 - 2 5 7 3 8 7 6 11 7 56

教育目的（高等教育目的） - 0 0 1 0 1 1 0 0 2 5

国民生活基礎調査 - 2 5 8 3 9 8 6 11 9 61

学術研究目的 - 2 5 7 3 8 7 6 11 7 56

教育目的（高等教育目的） - 0 0 1 0 1 1 0 0 2 5

38 33 32 41 36 39 39 45 49 26 398

学術研究目的 36 30 29 37 35 34 35 43 47 23 367

教育目的（高等教育目的） 2 3 3 4 1 5 4 2 2 3 31

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 累　計

合　計 42 38 35 47 44 47 45 56 63 28 440
学術研究目的 40 33 31 40 43 41 41 50 61 25 399

教育目的（高等教育目的） 2 5 4 7 1 6 4 6 2 3 41

区分
提供件数　（統計調査ごとに計上した場合）

府省名
提供件数

総務省

厚生労働省

合　計

注１）　利用目的のうち、高等教育に限定されていた提供範囲について、法改正により教育目的に拡大された。
注２）　利用目的について、国際比較統計利活用事業目的及び官民データ統計利活用事業目的は提供実績がないため、記載していない。
注３）　１件の提供申出に対して複数の統計調査に係る匿名データの提供を行ったものがあるため、総務省の各統計調査の提供件数の合計と小計欄の数字は一致しない。

（参考）統計調査ごとに計上した場合の提供件数の合計
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資料28　国連アジア太平洋統計研修所  1970年からの研修事業参加者数
2020年3月末現在

国／地域 合計 東京ベース事業 研修所外事業 遠隔学習事業
合計 145 20,955 4,422 11,107 5,426

ESCAP 域内国 58 20,404 4,047 11,074 5,283
アフガニスタン 1 212 65 108 39
米領サモア 1 9 0 9 0
アルメニア 1 83 18 48 17
オーストラリア 1 47 3 25 19
アゼルバイジャン 1 64 22 22 20
バングラデシュ 1 613 202 338 73
ブータン 1 309 90 196 23
ブルネイ 1 241 21 187 33
カンボジア 1 460 116 319 25
中華人民共和国 1 921 164 605 152
香港 1 254 92 144 18
マカオ 1 171 7 121 43
クック諸島 1 110 28 72 10
北朝鮮 1 98 0 98 0
フィジー 1 367 88 224 55
ジョージア 1 104 21 31 52
グアム 1 38 0 35 3
インド 1 608 191 261 156
インドネシア 1 2,919 223 440 2,256
イラン 1 654 128 361 165
日本 1 155 64 71 20
カザフスタン 1 101 34 43 24
キリバス 1 162 24 132 6
キルギス 1 64 26 22 16
ラオス 1 547 128 340 79
マレーシア 1 776 191 495 90
モルディブ 1 627 91 483 53
マーシャル諸島 1 104 16 87 1
ミクロネシア連邦 1 98 29 51 18
モンゴル 1 694 147 416 131
ミャンマー 1 1,017 138 432 447
ナウル 1 15 6 7 2
ネパール 1 734 139 569 26
ニューカレドニア 1 38 1 37 0
ニュージーランド 1 17 0 13 4
ニウエ 1 49 7 40 2
北マリアナ諸島 1 2 0 2 0
パキスタン 1 621 152 430 39
パラオ 1 16 4 8 4
パプアニューギニア 1 307 70 232 5
フィリピン 1 1,184 226 721 237
大韓民国 1 450 110 312 28
ロシア 1 69 4 21 44
サモア 1 239 81 119 39
シンガポール 1 162 49 45 68
ソロモン諸島 1 140 32 94 14
スリランカ 1 906 198 605 103
タジキスタン 1 104 44 57 3
タイ 1 1,117 219 634 264
東ティモール 1 202 42 137 23
トンガ 1 144 43 89 12
太平洋諸島信託統治領 1 40 7 33 0
トルコ 1 100 15 15 70
トルクメニスタン 1 12 9 3 0
ツバル 1 58 12 44 2
ウズベキスタン 1 108 37 13 58
バヌアツ 1 131 33 92 6
ベトナム 1 812 140 486 186
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国／地域 合計 東京ベース事業 研修所外事業 遠隔学習事業
ESCAP 域外国 87 551 375 33 143

アルバニア 1 3 3 0 0
アルジェリア 1 1 1 0 0
アンゴラ 3 2 0 1
アルゼンチン 1 2 1 0 1
バルバドス 1 1 1 0 0
ベラルーシ 1 1 0 0
ベリーズ 1 2 2 0 0
ベナン 1 1 1 0 0
ボリビア 1 4 4 0 0
ボスニア・ヘルツェゴビナ 1 2 2 0 0
ボツワナ 1 5 3 0 2
ブラジル 1 7 6 1 0
ブルガリア 1 2 2 0 0
ブルンジ 3 0 0 3
カメルーン 1 14 12 0 2
コロンビア 1 1 1 0 0
コモロ 1 4 1 0 3
コートジボワール 1 1 1 0 0
クロアチア 1 0 0 1
キューバ 1 3 3 0 0
チェコ共和国 1 1 1 0 0
コンゴ民主共和国 2 2 0 0
ジブチ 1 1 1 0 0
ドミニカ国 1 2 2 0 0
ドミニカ共和国 1 1 1 0 0
エクアドル 1 4 4 0 0
エジプト 1 26 23 0 3
赤道ギニア 1 4 1 0 3
エスワティニ 9 9 0 0
エチオピア 1 16 15 0 1
フランス 1 10 0 10 0
ドイツ 1 1 0 1 0
ガーナ 1 32 23 0 9
グァテマラ 1 5 5 0 0
ギニア 2 0 0 2
ホンジュラス 1 4 4 0 0
イラク 1 28 27 0 1
イタリア 1 1 1 0 0
ジャマイカ 1 4 4 0 0
ケニア 1 22 9 0 13
コソボ 1 6 6 0 0
ラトビア 1 1 1 0 0
レバノン 1 1 1 0 0
レソト 1 10 10 0 0
ルクセンブルク 1 2 0 2 0
マダガスカル 1 1 1 0 0
マラウイ 1 11 9 0 2
マリ 2 2 0 0
モーリタニア 1 1 1 0 0
モーリシャス 1 20 4 0 16
モロッコ 11 0 0 11
モザンビーク 1 10 4 0 6
ナミビア 19 0 0 19
ニジェール 1 2 2 0 0
ナイジェリア 1 18 18 0 0
ノルウェー 1 1 0 1 0
オマーン 1 10 10 0 0
パレスチナ 1 15 15 0 0
パナマ 1 2 2 0 0
パラグアイ 1 2 2 0 0
ペルー 1 6 6 0 0
モルドバ 1 3 3 0 0
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国／地域 合計 東京ベース事業 研修所外事業 遠隔学習事業
ルーマニア 1 3 3 0 0
ルワンダ 1 15 11 0 4
セントルシア 1 2 1 1 0
セントビンセント及びグレナディーン諸島 1 3 3 0 0
サントメ・プリンシペ 1 1 0 1 0
サウジアラビア 1 2 2 0 0
セネガル 1 6 4 0 2
セルビア 1 1 1 0 0
セーシェル 1 5 1 0 4
シエラレオネ 3 3 0 0
スロバキア 1 1 1 0 0
南アフリカ 1 1 0 0
南スーダン 1 6 6 0 0
スーダン 1 13 12 0 1
スイス 1 4 0 4 0
シリア 1 18 8 0 10
チュニジア 2 2 0 0
ウガンダ 1 7 1 0 6
ウクライナ 1 2 2 0 0
タンザニア 31 25 0 6
米国 21 0 12 9
ウルグアイ 1 1 1 0 0
イエメン 1 1 1 0 0
ザンビア 1 10 8 0 2
ジンバブエ 1 2 2 0 0
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資料 29 政府統計の総合窓口（e-Stat）について 

 “e-Stat”とは、政府が作成・公表する統計（Statistics）に関する幅広い

分野の統計調査結果を、インターネット上で提供している総合窓口（ポータル

サイト）です。

知りたい統計データを探すための検索機能をはじめ、グラフ形式で見ること

や、地図上への統計データの表示もできるなど、日常生活、学習、ビジネス、

研究などに政府統計を活用する上で便利な様々な機能が備わっているサイトで

す。 

 令和元年(2019 年)５月１日に、改正統計法の施行に伴う調査票情報の二次的

利用に関する各種情報を集約した「ミクロデータ利用ポータルサイト

（miripo）」の開設に併せ、e-Stat のトップページの変更等、ユーザビリティ

の向上に配慮した機能改修を実施しました。 

また、令和２年(2020 年)７月９日に、「時系列表」の機能を追加しました。 

【統計データを探す】 

⽬的とする統計データを探し、グラフで 
⾒たり、そのデータをダウンロードするこ
とができます。 

分野などの「絞込み」と「キーワード 
検索」を組み合わせて使うことで、⽬的の
統計を⾒つけやすくします。 

【統計データを活⽤する】 
統計データをより便利に使えるよう、 
次の機能が使えます。 

• 主要な統計データを視覚的に分かりやす
い形で提供している「統計ダッシュボー
ド」

• 統計データを地図上で表⽰できる
「jSTAT MAP」 

• 都道府県・市区町村の主要な統計データ
の抽出、ランキング、類似地域の検索機
能

【統計データの⾼度利⽤等】 
統計データをより⾼度に利⽤するための 
次の機能、情報を掲載しています。 

• ミクロデータ（統計調査の調査票情報）
を利⽤するためのポータルサイト

• 統計データを⾃動で取得できる API や、
統計 LOD を紹介

• 統計に⽤いる分類・⽤語の説明、
調査票のサンプル等を掲載
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資料 30 政府統計共同利用システムについて 

 政府は、国民にとって便利で使いやすい統計データの提供や各府省等の統計

情報システムの集約を図るため、平成 20 年(2008 年)４月から、総務省を中心

に全府省が参画して新たな「政府統計共同利用システム」をスタートさせまし

た。 

このシステムは、各府省等の統計データの公表や統計調査の企画立案、オン

ライン調査の実施などに役立つ様々な機能を備えており、インターネットを通

じて各府省等の統計がつながり、国民にとって政府統計がより身近なものとし

て役立つことが期待されています。政府統計共同利用システムの主な機能とし

ては、（１）国民や企業など統計の利用者が、インターネット経由で統計の公

表予定時期や公表結果を調べたり、地図や図表で統計を見たりすることができ

る「政府統計の総合窓口(e-Stat)」、（２）各府省等のオンライン調査を行う

「政府統計オンライン調査総合窓口」があります。このほかにも各府省等が事

業所や企業を調査する場合に、調査対象者を抽出する際などに利用する「事業

所母集団データベース」などがあります。 
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